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計画の概要
～いつまでも希望が持て、子どもたちが

夢を語ることのできるまちを目指して～01
１－１　計画策定の趣旨

　郡山市では、「いつまでも希望が持て、子どもたちが夢を語ることのできるまち」を目指し、
2010年（平成22年）7月に「郡山市協働のまちづくり推進条例」※１を施行、2011年（平成23年）
10月に「郡山市協働推進基本計画」※２（以下、「前計画」という。）を策定し、市民の皆さん※３と
市が対等の立場で、互いの責任を認識しながら、市民が主役の協働のまちづくりを推進してきました。

※１　郡山市協働のまちづくり推進条例：協働のまちづくりの基本原則や市民の皆さんと市の役割を定め、協働のまちづくりをど
のように進めていくかを示した条例。

※２　郡山市協働推進基本計画：郡山市が実施する様々な施策を、協働の観点から体系化し、協働のまちづくりに関する取り組み
の方向性を示した基本方針。

※３　市民の皆さん：市民、町内会やＮＰＯ法人、ボランティア団体等の市民活動団体、事業者。
※４　地域力：地域の人材や資源（歴史、文化、民話、産業、自然風土）、地域で行われる自主的な活動等。
※５　特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）：1998年（平成10年）施行の「特定非営利活動促進法」により法人格を認証され

た民間非営利団体。行政や企業から独立して、社会貢献や公益的活動を行う組織。ＮＰＯは、「非営利組織 Non Profit 
Organization」の略。

※６　市民活動サポートセンター：市民公益活動に関する相談助言や人材・団体の育成、情報の収集提供、協働促進に関する取り
組みなどを支援する拠点施設。2006年（平成18年）開設。愛称は、アシストパーク郡山。

　多彩な市民力や地域力※４を生かしたまちづくりが展開される中、東日本大震災及び原子力災害
からの復興を契機とした市民活動意識の高まりもあり、市内の特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）※５
数の着実な増加、市民活動支援の拠点である市民活動サポートセンター※６運営業務を担えるＮＰ
Ｏ法人の成長など、一定の成果を上げることができました。
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　しかし一方で、本市の地域コミュニ
ティ※７においては、人口減少や少子高
齢化、単身世帯の増加、人口流動、生活
や仕事の多様化といった社会の変化に
伴って、町内会の加入率の低下（資料参
照）、地域活動や近所との交流が疎遠に
なる傾向がみられ、共助機能の低下、伝
統・文化の継承問題など地域活力の衰退
が懸念されています。

　今後さらに進行する人口減少や少子
高齢化により、税収の減少や社会保障費の増加から厳しい財政状況になるとともに、「2025年問…
題」※8 、「子育てと介護のダブルケア」のように、地域課題の複雑化、深刻化が予測される中で、
本市の魅力を高め、持続可能な発展を続けるまちであるためには、市民の皆さんと市が協働でわが
まちの課題の解決に取り組むことが求められています。

　そこで、本市においては、将来の課題を見据えて現在の対応を考えるバックキャスト※９の思考
のもとまちづくりを進めていきます。そして、郡山市の発展の礎である安積開拓・安積疏水開削事
業のように、市民の皆さんの知恵と情熱を結集し、ともに行動することで、子どもたちの笑顔とそ
れを見守る大人の笑顔が輝く共助社会、地域共生社会※10 の実現を目指します。

　今般、前計画の目標年度を迎えるに当たり、評価と検証を踏まえ、より一層、計画的かつ効果的
な協働によるまちづくりを推進するため、前計画の基本的な考え方を継承しながら新たな重点項目
を定め、本市における協働の取り組みの方向性を示す基本方針として、関係計画等と整合性を図り、
本計画を策定します。
　なお、計画の策定に当たっては、各種アンケートやパブリックコメントを実施するとともに、市
民の皆さんが市民会議で描いたあるべきまちの姿や郡山市市民協働のまちづくり推進協議会の意見
を反映させ、協働で取り組んできました。

　今後は、本計画の着実な推進により、すべての市民が、まちづくりの担い手としてそれぞれの能
力を発揮し、活躍できる「誰もが地域で輝く市民総活躍のまち」の構築を目指し、一人ひとりの市
民が地域に愛着と誇りを持ち、住み続けたいと思うまちづくりへとつなげていきます。

※７　地域コミュニティ：居住地を同じくし、利害を共にする共同社会。住民相互の交流が行われている地域、あるいはそのよう
な住民の集団を指し、代表例として町内会・自治会等がある。

※８　2025年問題：約800万人いる団塊世代が、75歳以上の後期高齢者となり、介護・医療費等の社会保障費の急増が懸念され
ている問題。

※９　バックキャスト：未来を予測する上で、目標となるような状態・状況を想定し、そこから現在に立ち戻ってやるべきことを
やる考え方。価値前提。

※10　地域共生社会：制度、分野ごとの縦割りや支え手、受け手という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が我が事とし
て参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて丸ごとつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をと
もに作っていく社会。

資料　「町内会加入世帯数の推移」
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１－２　計画の位置づけ・計画期間
　本計画は、「郡山市協働のまちづくり推進条例」第15条に規定する「協働のまちづくりの推進に
関する基本計画」です。また、「郡山市まちづくり基本指針」※11 の分野別個別計画であり、まち
づくり基本指針に基づいて実施する様々な施策を、協働の観点から体系化し、取り組みの方向性を
示した基本方針であり、2004年（平成16年）に策定された「郡山市市民活動推進基本指針」※12
の考え方を継承しています。
　計画期間は、2025年度までの８年間とします。なお、本市を取り巻く状況の変化や施策の成果
を踏まえ、必要に応じて見直しを図ります。

計画の位置づけイメージ

計　画　期　間

郡山市まちづくり基本指針

まちづくり基本指針の施策を
協働の観点から体系化

協働のまちづくり推進
条例を具体化

分野別個別計画・方針等と
整合、連携

第二次郡山市
協働推進基本計画

2004．10 2008．4 2011．10 2018．4 2026．3

郡山市第五次総合計画 郡山市まちづくり基本指針

郡山市市民活動推進基本指針 郡山市協働推進基本計画

郡山市協働の
まちづくり推進条例

※11　郡山市まちづくり基本指針：2018年度～2025年度の 8年間の郡山市のまちづくりの指針をまとめたもの。
※12　郡山市市民活動推進基本指針：2004年（平成16年）に市民公益活動を推進するための基本的な方向性をまとめたもの。

分野別個別計画
・方針

第二次郡山市協働推進基本計画
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　本計画は、多くの市民の皆さんの参画により策定した「郡山市協働のまちづくり推進条
例」を基本としています。
　この条例の前文には、「いつまでも希望が持て、子どもたちが夢を語ることのできるまち
郡山」を市民の皆さんと一緒に実現していこうという強いメッセージが込められています。

～郡山市協働のまちづくり推進条例から～コラム

　（郡山市協働のまちづくり推進条例　前文）

　私たちのまち郡山は、脈々と流れるときの中で、地の利を生かした交通の要衝とし
て栄え、人と人とが交流し、先人の努力と行動力により多様な歴史と文化をはぐくん
できたまちです。また、明治初期に国営事業として行われた安積疏水の開削や安積開
拓は、人々の英知や技術力の結集を生んだ、まさに、この地の住民や全国からの移住
者などが成し遂げた協働の先駆けともいえる事業です。さらには、昭和の戦災復興期
から現在まで継承される市民を主体とする音楽活動により郡山の都市イメージは、「東
北のウィーン 楽都 郡山」と称されるまでに発展しました。

　しかしながら、社会情勢の変化とともに、少子高齢化の進行や市民の生活様式の多
様化、地域コミュニティにおける安全・安心意識の高まりや連帯意識の希薄化等の状
況があり、これまで以上に、自主、自立の市民協働社会の確立が求められています。
　活気と情熱にあふれた市民の行動力、そして、自助、互助、公助の考え方に基づく
ボランティアや社会貢献活動は、地域の連帯意識を高め、未来に向かって、郡山を大
きく育てる原動力です。そして、この行動は、郷土愛をはぐくむとともに、自己実現
を図り人生や家族の暮らしを豊かにするものでもあります。

　このような状況を踏まえ、私たちは、
大好きな郡山がいつまでも希望が持て、
子どもたちが夢を語ることのできるま
ちであるために、一人ひとりの笑顔と
出会いを大切にし、それぞれの立場で
連携し、助け合いながら、協働による
まちづくりの主体として、一歩一歩、
着実に前進していきたいと考えていま
す。このため、私たちは、市民が主役
の協働のまちづくりを推進することに
より、魅力と活力のあるふるさと郡山
の実現を図ることを決意し、この条例
を制定します。
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本計画における協働の考え方02
２－１　協働のまちづくりとは

　郡山市協働のまちづくり推進条例
において、協働は、「市民等※13 及
び市が、対等の立場で、それぞれの
役割を担い、責任を認識しながら、
公共的な課題の解決のためにともに
取り組むこと」と定義しています。
　協働は、課題解決の手段・方法で
あり、市民の皆さんが暮らしやすい
まちをつくるために不可欠なものの
一つです。

※13　市民等：市民の皆さんと同じ。市民、町内会やＮＰＯ法人、ボランティア団体等の市民活動団体、事業者。

協働のイメージ

市（行政）

市民

町内会

市民活動
団体

事業者

市民等
と

市の協働

参画・市民活動

支援・連携

市民と
市民の
協働
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　地方分権※14 の進展により、自己決定・自己責任の原則のもと、市はこれまで以上に自立性・主
体性を発揮し、市民満足度の高いまちづくりを進める必要があります。また、社会経済情勢の変化
や多様化する市民ニーズを的確にとらえ、地域課題に迅速、適切に対応することが求められています。
　しかしながら、現代社会において、多様化・個別化する課題を、市、町内会、事業者等が単独で
解決することは年々難しくなってきています。そこで、町内会と市といった「市民等と市の協働」や、
市民活動団体と町内会、ＮＰＯ法人と事業者など「市民と市民の協働」が重要となります。多様な
主体が、それぞれの得意分野や特性を生かして、役割分担を明確化し、効果的に連携しながら、様々
な社会的課題や地域的課題に取り組む
協働が求められています。
　協働により、市単独では実行困難
だった課題解決、また、課題自体の把
握が可能となり、市民ニーズに沿った
きめ細やかな公共的サービスを提供す
ることが可能となります。
　また、それぞれが対等の立場で、妥
当性、可能性、効果等の観点から、役
割分担をすることにより、多様な主体
による多彩な市民サービスの提供が可
能となります。
　なお、協働を進めていく上では、互
いの特性を十分に理解し、意見交換や
議論を重ねながら補完、協力する考え
方が大切になってきます。

　本計画のまちづくりとは、道路や施設、公園などハード分野のまちづくりだけでなく、誰もが暮
らしやすい環境を築くためのソフト分野の取り組みも含めたまちづくりをいいます。
　例えば、落ちているごみを拾う、花壇の手入れをしながら子どもたちの登下校の見守りをすると
いった個人の取り組みから始まり、家族や友人、近所の人たちと一緒にごみ拾いや、見守り活動に
取り組むことにより、みんなが暮らしやすいまちづくりが地域全体へ広がることが期待されます。

※14　地方分権：政策決定権限と自由な財源を住民に近い地方自治体に移すこと。

協働することにより期待される効果

▪政策への新しい発想
を提供

▪公共的サービス事業
の受託

▪活動に対する社会的
理解と信頼の獲得

▪専 門 性 や 柔 軟 性、
ネットワークの活用

▪住民自治の充実

▪相互理解、信頼関係
の構築

▪市民参画の拡大

▪新たな公共の担い手

▪効率的、効果的な行
政運営の推進

▪市民等の提案を生か
した自主性、主体性
のあるまちづくり

▪社会変化や多様な市
民ニーズに対応した
まちづくり

▪相互理解、信頼関係
の構築

協働のまちづくりイメージ

みんなが暮らしやすいまちをつくるため、一緒に汗を流しましょう！

◦道路の建設
◦施設の建設
◦公園の建設　など

ハード分野の
まちづくり

みんなが暮らし
やすいまち

ソフト分野の
まちづくり

▪環境美化活動
▪高齢者の見守り
▪登下校の見守り　など

＋ ＝

市 民 等 市（行政）
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２－２　協働の領域と形態
　本計画の協働の領域は、市民等と市が、互いの特性や長所を生かし協働することで、地域の活性
化と効果的・効率的な公共サービスの提供につながる領域とします。
　具体的には、子育て支援、高齢者の介護支援など地域ごとのきめ細かい対応が必要な領域や、防
犯・防災、環境美化など地域コミュニティとの連携が必要な領域などがあげられます。
　協働事業を推進することで、従来、行政が行ってきた公共サービスを見直し、さらには多様化す
る市民ニーズへの対応についても協働の領域として拡大していくことが期待されます。
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　協働の形態としては、「市民の皆さんが中心となり、市の協力を得て市民公益活動※15 を行う領域」
では、後援や補助・助成があります。
　「市民の皆さんと市が連携・協力して行う領域」では、市民活動団体等と市がともに事業の主催
者となり事業を実施する共催や実行委員会・協議会などがあります。
　「市が中心となり、市民の皆さんの協力を得て行う領域」では、指定管理者制度※16 や、ＰＦＩ（プ
ライベート・ファイナンス・イニシアチブ）※17、委託などがあります。

※15　市民公益活動：市民等が公共の利益のために自主的、自発的に行う活動。
※16　指定管理者制度：体育館や文化センターなど、公の施設の管理運営を市が指定した民間事業者を含む法人、団体が代行する制度。
※17　ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシアチブ）：公共施設の建設維持管理、運営等に民間の資金、経営能力、技術的

能力を活用する手法。
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２－３　基本理念・基本原則・実施主体の役割
　本計画は、「郡山市協働のまちづくり推進条例」における基本理念及び協働を進めるための５つ
の基本原則と実施主体の役割のもと、協働のまちづくりを推進します。

１　機会均等の原則 … 協働の取り組みには、年齢、性別、障がいの有無などは関係ありません。

２　相互理解の原則 … お互いの違いを理解して、信頼関係を築きましょう。

３　情報共有の原則 … お互いに情報を共有して、円滑に協働が進むようにしましょう。

４　自主性・自発性の原則 … それぞれが自主的、自発的に取り組み、お互いを尊重しましょう。

５　地域コミュニティ推進の原則 … 地域コミュニティの大切さを理解して、維持、発展に努め
ましょう。

市民の役割
　◦知識、技能、経験等を生かして協力しましょう。
　◦情報を積極的に把握しましょう。

市民活動団体の役割
　◦地域性や専門性を生かして協力しましょう。
　◦市民公益活動に関する情報を発信して、市民の理解と活動への参加を勧めましょう。

事業者の役割
　◦地域コミュニティの一員として、市民公益活動等に参加、協力しましょう。

市の役割
　◦協働のまちづくりに関する施策を推進します。
　◦公平性、公正性、透明性をもって市民等との連携、支援を図ります。
　◦市政に関する情報の分かりやすい発信に努めます。
　◦協働のまちづくりに関する啓発に努めます。
　◦必要に応じて、国や他の地方公共団体等との連携に努めます。

基　本　理　念

信頼の絆で結ばれた市民が主役の協働のまち

５つの基本原則

実施主体の役割
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２－４　推進の考え方
　「郡山市協働のまちづくり推進条例」に定められた「５つの基本原則」、「市民、市民活動団体、
事業者、市の役割」などに基づき、協働の各実施主体が対等の立場で、それぞれの役割を担い、責
任を認識して公共的な課題の解決に取り組むことにより、協働のまちづくりを推進していきます。
　また、協働のまちづくりの推進に向け、市民公益活動実践者や学識経験者などで構成する「郡山
市市民協働のまちづくり推進協議会」からの意見等を反映させ、本計画を進めていきます。さらに、
庁内推進組織である「郡山市協働のまちづくり推進本部」を設置し、進捗状況の管理を行います。
　なお、本計画に基づき講じる施策の実施状況については、毎年度ウェブサイト等を通じて、分か
りやすい公表に努め、市民の皆さんとの相互理解や信頼関係の構築、交流促進、新たな協働事業の
創出につなげます。

推　進　体　制

郡山市協働のまちづくり推進条例

第二次郡山市協働推進基本計画

協働のまちづくりの基本
ルールを示した条例

協働のまちづくりに関する
取り組みの方向性を示した
基本方針

庁内推進体制

進捗状況のマネジメント意見等

具現化

郡山市市民協働の
まちづくり推進協議会 郡山市協働のまちづくり推進本部

郡山市協働のまちづくり推進本部幹事会
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郡山市の協働における現状と課題03
３－１　前計画の評価と検証

　「信頼の絆で結ばれた市民が主役の協働のまち」の実現に向けて、これまで基本計画の施策ごと
に定める具体的な取り組みを具現化するための事業を掲げ、毎年実施計画を策定し、事業実施後に
評価を行い、次年度の実施計画に反映させるＰＤＣＡサイクル※18 により各種事業の推進を図って
きました。
　本計画の策定に当たり、実施計画の直近（2016年度（平成28年度））の主な取り組みや第五次
総合計画基本指標の推移を基にした進捗状況評価、市民の各施策に対する満足度や重要度を調査し
ている市民意識調査の結果を基に、前計画の評価と検証をします。

※18　ＰＤＣＡサイクル：計画（ＰＬＡＮ プラン）、実施（ＤＯ ドゥ）、評価（ＣＨＥＣＫ チェック）、改善（ＡＣＴＩＯＮ アクショ
ン）により、継続的に改善活動を行うサイクル。
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※19　団塊世代：1947～ 1949年（昭和22～24年）ごろの第一次ベビーブーム時代に生まれた世代。

前計画の成果と課題

基本施策１　協働意識の醸成と人材の育成

具体的な取り組み 主な事業名 成　　　　　果 担当所属
出前講座の実施 生涯学習支援

事業
市職員が講師となる出前講座を行うとともに、生涯
学習の指導可能な個人や団体を「達人先生」として
登録し、紹介することで市民の主体的な学習を支援
した。

生涯学習課

段階別の講座・研修
会等の実施

地区・地域公
民館の定期講
座等開催事業

公民館において対象ごとの学級・講座を開設し、地
域課題の解決や地域振興を促した。

生涯学習課

参加のきっかけとな
るイベント等の実施

団塊の世代デ
ビュー事業

公民館において高齢者の経験を生かした地域デ
ビュー講座を行うなど、きっかけづくりの場を提供
した。

生涯学習課

協働のまちづくり推
進のための手引き等
の作成

協働のまちづ
くり推進事業

「市民活動ガイドブック」、「協働のススメ」等の冊
子を作成し、協働のまちづくり推進のための周知・
啓発を図った。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

小中学校における協
働意識を啓発する事
業の実施

協働のまちづ
くり推進事業

各学校で出前講座を行い、周知を図るとともに、「協
働のススメ」等の冊子を配布し、啓発した。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

青少年が協働のまち
づくりに参加しやす
い環境づくりの推進

わかもの政策
討論事業

本市といわき市の高校生を対象とした政策討論会議
を実施し、市政への若者の参画機会の拡充を図った。

政策開発課

本市にゆかりのある
人々との連携

シティプロモ
ーション推進
事業

年に 1 回、「郡山市フロンティア大使懇談会」を開
催し、フロンティア大使から本市のまちづくり及び
魅力発信の意見や提言を頂いた。

国際政策課

市職員の意識醸成 協働のまちづ
くり推進事業

各種研修や講演会、市民活動サポート職員バンクを
実施した。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

【課題】
◦団塊世代※19 への働きかけ … 団塊の世代向けに時勢やニーズにあった講座等を実施し、地域
参画への働きかけをしていく。

◦若者等のまちづくりへの参加促進 … 将来を担う若者を含
めた各世代の市民がボランティア活動やまちづくりに参加
しやすい環境をつくり、若者等が主体的にまちづくりに参
加する意識の啓発を行う。

◦	市職員の協働意識の醸成 … 職員間で協働の実施方法やノ
ウハウを共有する仕組みがないため、職員間の意見交換の
場や成功、失敗事例、実施方法、ノウハウなど情報の共有
化を推進するための仕組みを作り、意識の醸成を図る。

市民活動サポート職員バンクの活動
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基本施策２　情報の共有

具体的な取り組み 主な事業名 成　　　　　果 担当所属

市の情報収集・発信
機能の充実

こおりやまイ
ン フ ォ メ ー
ション事業

広報紙をスーパー、コンビニエンスストアに配置し、
若者等が入手しやすい環境整備を行うとともに、ス
マートフォン※20を活用した市政情報の発信に取り
組んだ。

広聴広報課

防災情報発信
事業

台風、地震などの気象情報や災害情報などを多様な
手段で配信するため、防災ウェブサイトやフェイス
ブック※21、ツイッター※22の公開などに取り組んだ。

防災危機管
理課

様々な実施主体と連
携した情報収集・発
信機能の充実

オープンデー
タ※23 利活用
推進事業

官民連携によるＩＣＴ※24 やオープンデータを利用
したアプリケーション※25 開発のためのハッカソ 
ン※26 を開催した。

ソーシャル
メディア推
進課

※20　スマートフォン：個人用の携帯コンピュータの機能を併せ持った携帯電話。
※21　フェイスブック：人と人とのつながりを促進・サポートする、コミュニティ型ウェブサイトの中でも、実名での登録が基本で、

現実の知り合いとインターネット上でつながり、交流するサービス。
※2２　ツイッター：今していること、感じていることなどを140文字以内の短い文章にして、インターネット上に投稿するスタイ

ルのインターネットのサービスのこと。
※2３　オープンデータ：機械による判読が可能な形式で提供される二次利用可能な公共データ。
※2４　ＩＣＴ：情報 (Information) や通信 (Communication) に関する技術 (Technology) の総称。
※2５　アプリケーション：コンピュータ上で使うワープロや表計算などのソフトウェアのこと。
※2６　ハッカソン：ハックとマラソンを掛け合わせた造語。エンジニア、デザイナー、プランナーなどがチームを作り、与えられ

たテーマに対し、それぞれの技術やアイデアなどを持ち寄り、１日～１週間程度で集中してサービスやシステム、アプリケー
ションなどを開発し、成果を競う開発イベントの一種。

【課題】
◦情報発信・共有を効果的に行うため
の市民ニーズや方法の検討 … 協働
に関する情報の発信・共有について、
どのような情報を必要としているの
か、どのような情報を届けることが
できるのか、情報を必要とする人、
届けるべき人に効果的に伝えるため
にはどうすべきか、市民ニーズや方
法を検討する。

防災ウェブサイトによる情報発信
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基本施策３　市民公益活動への支援

具体的な取り組み 主な事業名 成　　　　　果 担当所属

活動拠点の整備 地域集会所補
助事業

集会所整備費用等の一部を補助し、町内会等の活動
拠点の充実を図った。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

市民公益活動を支え
る保険の充実

市民公益活動
総合補償保険
制度

市民公益活動中の事故等を補償し、活動に参加しや
すい環境の充実を図った。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

協働推進のための補
助金等の交付

ひとまちづく
り活動支援事
業、町内会活動
促進事業ほか

市民活動団体や市自治会連合会への補助を行い、市
民活動の活性化を図った。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

ＮＰＯ等への委託の
推進

協働のまちづ
くり推進事業
ほか

市民活動サポートセンターや元気な遊びのひろば
（ペップキッズこおりやま）等の運営をＮＰＯ法人
等へ委託した。

市民・ＮＰＯ
活動推進課
ほか

市民協働事業提案制
度の推進

市民協働政策
提案事業

市民協働政策提案制度を立ち上げ、事業者等と協働
で事業を実施し、評価を行った。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

市民公益活動支援施
設の運営

協働のまちづ
くり推進事業

市民活動サポートセンターを設置し、ＮＰＯ法人に
運営を委託し、相談機能等の充実を図った。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

市民等が持つ資源の
有効活用

分権型社会に
対応した持続
可能な行財政
経営の推進

各種機関との連携協定締結（160事業）、開成山屋
内水泳場の指定管理者の公募、郡山ユラックス熱海
ＥＳＣＯ事業※27、水道局窓口の民間委託などを進
めた。

行政マネジ
メント課

市民公益活動の顕彰 市民活動推進
顕彰事業

市民や市民活動団体等の自主的・主体的な地域づく
り活動を表彰した。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

地域コミュニティ活
動の強化

町内会活動促
進事業

市自治会連合会と協働で町内会加入促進キャンペー
ンを実施し、町内会加入促進を図った。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

※27　ＥＳＣＯ事業：省エネルギーの様々な施策、設備、維持、管理等のサービスを提供する事業の総称。エナジーサービスカン
パニーの略。

※28　社会的成果（インパクト）評価：短期・長期の変化を含め、事業や活動の結果として生じた社会的・環境的な変化、便益、
学びその他効果を定量的・定性的に把握し、事業や活動について価値判断を加えること。

【課題】
◦	市民活動に参加しやすい環境づくり … 自主的・主体的な活動やまちづくりに参加しやすい環
境づくり、機運の醸成が十分に進んだとは言えず、今後も継続して取り組んでいく必要がある。

◦	市民活動サポートセンターの活用の推進 … 庁内各部署との連携が弱く、協働の拠点として十
分活用できていない。庁内に加え、事業者や教育機関等が持つ資源活用のために効果的、計画
的な働きかけをしていく必要がある。

◦	財源と人材確保への支援 … 市民活動を継続するための財源、人員の確保が大きな課題となっ
ている。団体への補助金交付から、団体の活動ＰＲや社会的成果（インパクト）評価※28 の推進、
寄附文化の醸成など民間資金や人材を呼び込む取り組みを支援する必要がある。
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基本施策４　推進のための仕組みの充実

具体的な取り組み 主な事業名 成　　　　　果 担当所属

市民参画の機会の推進 双方向コミュ
ニケーション
事業

市民提案制度※29 やＩＣＴを活用したココナビこお
りやま※30 など多様な手段を使い、広く市民の皆さ
んの意見や提案を聴取した。

広聴広報課

協働によるイベント
等の開催の推進

こどもまつり
ほか

市内の子育て支援や青少年健全育成に関わる団体と
実行委員会を組織し、こどもまつりを開催した。

こども未来課
ほか

意見交換の機会等の
充実

町内会長等と
市長との懇談
会

町内会長、自主防災組織、防犯協会、育成会やＰＴ
Ａ等の代表者などと市政及び地域の課題について意
見交換をした。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

様々な交流の場の設
置

協働のまちづ
くり推進事業

市民活動交流フェスタを開催し、市民活動団体同士
の交流・連携を図った。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

協働による公共施設
の管理の推進

アイラブロー
ド事業※31

市民や企業等が、ボランティアによる道路美化作業
に取り組んだ。

道路維持課

市民等が持つ資源の
有効活用 （再掲）基本施策３

ＮＰＯ等への委託の
推進 （再掲）基本施策３

災害時に協働で取り組
む環境の充実・強化

防災啓発事業 防災ハンドブックの作成・配布や、出前講座、親子
防災体験事業のほか、市内全域で総合防災訓練を実
施し、市民の防災意識の向上を図った。

防災危機管
理課

新たな協働事業の検討 市民協働政策
提案事業

市民協働政策提案制度を立ち上げ、事業者等と協働
で事業を実施した。

市民・ＮＰＯ
活動推進課

※29　市民提案制度：市民参画の機会拡大や協働による市政の推進を図るため、市民の皆さんからの提案等を郵送やウェブサイト
などで募集する制度。

※30　ココナビこおりやま：道路の破損・防犯灯の故障などの地域の問題を、市民の皆さんがスマートフォンやタブレット端末な
どで情報を寄せるシステム。

※31　アイラブロード事業：地域の団体や企業が、ボランティアで市道の清掃や除草作業などの環境美化活動を行う事業。

【課題】
◦地域コミュニティの強化 … 生活に最も身近な自治組織であり、災害時にも重要な役割を担っ
ている町内会への加入率の低下等、地域コミュニティの衰退が顕在化している。

◦手本となる協働事業の創出 … 手本となるような協働事例が少ない。協働事業の創出及び成果
をあげた事例、反省点について、庁内及び市民の皆さんへ情報の発信・共有をする仕組みをつ
くる。
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項目
（説明）

初期値
2006年度

現況値
2016年度

目標値
2017年度 定量的評価 達成

状況
達成（未達成）

状況の要因

郡山市に主
たる事務所
が所在する
ＮＰＯ法人
数

69法人 154法人 138法人 扌
目標を上回って
おり、市民活動
が活発化してい
る

達成

▪震災を契機とした市民
活動への関心の高まり

▪ＮＰＯ法人への委託に
よる専門性を生かした
市民活動サポートセン
ターの運営

▪ＮＰＯ法人設立認証等
の県からの事務移管に
伴う市民利便性の向
上、連携促進

町内会等加
入率

（市内町内
会等に加入
している世
帯数の割合）

70.6% 63.2% 71.2% ➡

ほぼ横ばいでは
あるが微減傾向
も見られるため
町内会の役割な
ど一層の周知が
求められる

未達成

▪アパート、マンション住
まい、単身世帯の増加

▪地域の活動より仕事や
私事を優先する傾向

▪加入のメリットが伝
わっていない

地域づくり
等講演会等
参加者数

36人 150人 650人 扌
目標は未達成で
あ る が こ の10
年で４倍強の増
加となっている

未達成 ▪市民ニーズの多様化

県地域創生
総合支援事
業※32 に お
ける連携数

（採択され
た事業数）

13件 152件 145件 扌
目標達成してお
り、今後も引き
続き取り組む

達成

▪市民活動への関心の高
まり

▪市民活動を財政面から
支援する補助事業に対
して需要がある

※32　県地域創生総合支援事業（サポート事業）：住民が主役となる個性と魅力ある地域づくりを推進するため、民間団体や市町村
などが行う地域振興の取り組みを支援する福島県の補助事業。

基本指標
　郡山市第五次総合計画の各種事業の進捗状況を評価するため、各指標の初期値とあらかじめ
設定した目標値に対して現況値の状況を表示。
定量的評価の矢印（扌、➡、➡）は数値の増減ではなく、目標値に対して近づいた場合は「扌」、
遠ざかった場合は「➡」、概ね横ばいの場合は「➡」で表示。

第五次総合計画基本指標の推移を基にした進捗状況評価

協働のまちづくりに関する主な基本指標
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市民意識調査による進捗状況評価

市民意識調査による評価

施策分野 満足度（2016年度） 重要度（2016年度）
市民協働 62．3点 6．4％

◦満足度は第五次総合計画に掲げる全43項目の施策分野の平均値60.4点を上回っており、市民協
働に対する取り組みに対し、ある程度の満足を得ている。
◦重要度は6.4％で中央値9.8％を下回っており、他の施策分野より重要度（優先度）は低い。

市民意識調査
　まちづくりの進捗状況を評価する方法として、毎年実施している市政全般に対する市民アン
ケート。本市が実施する施策の満足度や重要度等を調査。

※満足度：施策分野全43項目について、「よい」「まあまあ」「普通」「あまり」「まったく」の
５段階で評価した結果を集計（絶対評価）

※重要度：施策分野全43項目のうち、特に重要と思われる項目５つを選択してもらい、選択
された数の合計の回答者数全体に対する割合を算出（相対評価）

（参考）最大値：「高齢者福祉」34.3％　最小値：「生活衛生」1.5％　中央値：9.8％　平均値：11.1％

（参考） 最大値：「広聴広報」69.6点　最小値：「雇用促進」52.0点　平均値：60.4点

「まったく」
～30点

「あまり」
30～50点

「普通」
50～70点

「まあまあ」
70～90点

「よい」
90点～
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　国の総人口のピークは、2008年（平成20年）の１億2,808万人でその後人口減少局面に入って
おり、人口減少は加速度的に進むことが推測されます。郡山市の総人口のピークは、2004年（平
成16年）の339,248人 で、2011
年（平成23年）に発生した東日本
大震災により大幅に減少しましたが、
2013年（平成25年）９月からは増
加に転じています。現状は、緩やか
に回復傾向にありますが、全体的に
は流出傾向に歯止めがかかっていま
せん。2040年には、人口は30万人
を切り、291,079人になると推計
されています。（資料１）

　郡山市の年齢別人口の構成を1975年と比較すると、０～14歳の年少人口は12.3ポイント
（25.0％→12.7％）の減少、15～64歳の生産年齢人口は6.0ポイント（68.3％→62.3％）減少し
ています。
　しかし、65歳以上の老年人口は18.2ポイ
ント（6.7％→24.9％）増加しており、この
40年で急速に少子高齢化が進行し、人口構
造が変化しています。（資料２）
　人口の減少・構造変化は、税収入減や社会
保障費の増大による財政状況の厳しさをもた
らします。また、地域においては、子育てと
介護のダブルケア、高齢者のみ世帯の増加な
ど深刻かつ複雑な課題が増加しています。

地域共助社会 ･地域共生社会の推進（国の動向）

人口減少、少子高齢化による構造変化

共助社会・共生社会づくりに向けた取り組み～経済財政運営と改革の基本方針2017より抜粋～

　本計画の策定に当たり、国の動向や本市の現状、その背景をまとめました。

　成果志向の事業遂行を促進する社会的成果（インパクト）評価の推進や民間資金の活用により、
社会的課題解決の取り組みに民間の人材や資金を呼び込むとともに、寄附文化醸成に向けた取り組
みの推進やＮＰＯ活動などを通じ、活力あふれる共助社会づくりを推進します。
　すべての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り高め合う地域共生社会を実現します。市町村
における地域住民と行政等との協働による包括的な支援体制の整備を推進するとともに、介護保険
制度と障害福祉両制度に新たに位置づけられた共生型サービスを推進します。

３－２　協働をめぐる現状と背景

資料２「年齢別人口構成」

資料１「郡山市人口ビジョン：人口の推移と現状」

資料：政策開発課

出典：2015 年国勢調査
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　地域コミュニティは、市民の皆さん
の自主的・自発的な活動や自助※33・
共助（互助）※34・公助※35 の理念に
より形成されるもので、本市において
は、町内会等や地域の各種団体の積極
的な活動により、快適で安全・安心な
暮らしやすい地域づくりが進められて
きました。
　しかし、町内会等の加入率は、年々
低下傾向にあり、地域コミュニティの
衰退が懸念されます。（資料３）

　さらに人口減少は、地域における文
化・コミュニティ活動等の担い手の減
少を招き、これまで地域コミュニティ
が果たしてきた共助機能の低下や地域
のにぎわい、文化・伝統の喪失に繋が
り、地域活力が低下することが懸念さ
れます。（資料４）

　また、「町内会等運営上の課題」（「協働のまちづくり市民等意識調査（2016年）」）として最も
多かったのが「役員のなり手不足（役員の高齢化など）」、次いで「会員の高齢化」でした。（資料５）
　担い手を育成するために、各世代への活動を促すとともに、持続可能な組織体制づくりを検討す
ることも必要となってきます。

地域活力低下の懸念

資料５「町内会等運営上の課題」

資料３「町内会加入世帯数の推移」

資料４「郡山市人口ビジョン」

50,000

100,000

150,000
町内会加入世帯数総世帯数

H28H25H22H19H16
40

50

60

70

80

90
（％）加入率

H28H25H22H19H16

※33　自助：自分でできることは、自分で解決すること。 
※34　共助：互いに助け合うこと。互助。
※35　公助：個人や周囲、地域あるいは民間の力では解決できないことについて、公的機関が行うこと。

選択肢 回答数
（複数回答）

役員のなり手不足（役員の高齢化など） 25
会員の高齢化 22
特定の会員しか運営に関わらない 15
未加入世帯の増加 10
行政からの依頼事項が多い 6
祭りなど地域行事への参加者が少ない 5
新旧住民の交流が図りにくい 3
特に課題はない 3
活動費の不足 2
集会所の老朽化・集会所がない 2
その他 1
外国人が増え対応が難しい（生活習慣の違いなど） 0

市民・ＮＰＯ活動推進課

市民・ＮＰＯ活動推進課

資料：政策開発課
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　1990年以降、ＩＴ（情報技術）革命※36 が起こり、コンピュータ価格の低下やブロードバン…
ド※37 環境の整備により、多くの人が手軽にインターネット※38 を利用できるようになりました。
インターネットでの買い物、ＳＮＳ※39 を利用したコミュニケーションなど、暮らしの様々な場面
でＩＣＴが活用されており、身近な生活の中にも深くかつ急速に浸透してきています。こうした変
化に伴い、市民ニーズやライフスタイルも多様化、複雑化しており、今後さらにＩＣＴやＡＩ※40、
ＩｏＴ※41、ロボットなどが普及していくことで、変化がますます加速すると推測されます。

　また、今後、行政情報を発信する際にさらに活用して欲しい方法については、防災ウェブサイト
及び市ウェブサイトが26％で最も多く、その他フェイスブックやツイッターなどＳＮＳの要望が
ある一方、これまでどおり広報紙やテレビ、新聞などのマスメディアの活用も必要とされています。
（資料７）
　このことから、情報格差
（デジタルディバイド※42）
に十分配慮しながら、イン
ターネットやスマートフォ
ンなどを活用したＩＣＴ施
策を推進していくことが求
められています。

　2017年（平成29年）に実施し
た「ＩＣＴ推進計画2018－21
策定に係るアンケート」による
と、インターネットを「ほぼ毎日
利用している」と回答している方
が65％である一方、インターネッ
トを利用していない方は16％と
なっており、その年代別の割合は、
60代では44％、70代では100％
となっています。（資料６）

高度情報化社会

資料６「インターネットの利用状況」

資料７「行政情報発信時にさらに活用して欲しい方法」

0 10 20 30（％）

※36　ＩＴ革命：コンピュータやインターネットなどの情報に関する技術の変革によって、産業構造、行政のあり方から個人のラ
イフスタイルまで社会全体が急激に変化すること。

※37　ブロードバンド：高速な通信回線の普及によって実現されるインターネット通信サービスのこと。
※38　インターネット：通信プロトコル（通信手順、通信を行う上での約束事）を用いて、全世界のネットワークを相互に接続し

た巨大なコンピュータネットワーク。
※39　ＳＮＳ：ソーシャルネットワーキングサービス。人と人とのつながりを促進・サポートする、コミュニティ型のウェブサー

ビスのこと。
※40　ＡＩ：人工知能。（Artificial Intelligence）の略。
※41　ＩｏＴ：あらゆるものがインターネットを通じてつながることによって実現する新たなサービス等の総称。モノのインター

ネット（Internet of Things）の略。
※42　デジタルディバイド：情報格差。パソコン、インターネットなどの情報通信技術を使いこなせる者と使いこなせない者の間

に生じる格差のこと。

選択肢 回答数
（複数回答）

郡山市防災ウェブサイト 107
郡山市ウェブサイト 106
広報こおりやま 98
郡山市の LINE（ライン） 78
回覧板 78
新聞 70
郡山市役所等の窓口 69
郡山市の公式 Facebook（フェイスブック） 65
郡山市の Twitter（ツイッター） 65
市の作成したポスター・チラシ 65
テレビの市政情報番組 63
郡山市の YouTube（ユーチューブ）チャンネル 57
ラジオ 56
郡山市の各種メールマガジン 55
郡山市の Instagram（インスタグラム） 53
その他 0
無回答 209 資料：ソーシャルメディア推進課

資料：ソーシャルメディア推進課
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　東日本大震災及び原子力災害発生時、町内
会やＮＰＯ法人をはじめとする市民活動団
体、企業やボランティア、そして行政が連携
し、安否確認や避難所の開設・運営、炊き出
し、物資の配給、慰問活動を行う等、互いに
支えあう姿があちらこちらで見られました。

　そうした姿から、人と人との絆の大切さや、
ともに困難を乗り越えようとする市民の皆さ
んの底力を再認識することができました。

　国土交通省が2012年（平成24年）に実施
した「国民意識調査」によると、震災後の考
え方で変わったことは「防災意識の高まり」
52.0％で最も多く、３番目に ｢家族の絆の
大切さ｣ となっています。（資料８）

　また、社会資本に求める機能について
は、「安全・安心を確保する機能」が最多で
74.4％と突出しており、安全・安心に対す
る関心が高まっていることが推測できます。 
（資料９）　

　未曾有の大震災、そして震災に伴う原発事
故の経験を踏まえ、協働で安全・安心なまち
をつくることが必要となっています。

東日本大震災後の意識の変化

資料８「震災後の考え方の変化」

資料９「震災後社会資本に求める機能」

出典：国土交通省（国民意識調査）

出典：国土交通省（国民意識調査）
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市民等意識調査の主な結果と今後の課題・方向性

　協働のまちづくりに対する市民の皆さんの意見、要望等を集約し、市民ニーズを踏まえた協働の
まちづくりに関する施策を推進することを目的に、2016年（平成28年）に「協働のまちづくり市
民等意識調査」（以下「市民等意識調査」）を実施しました。この主な結果のほか、市民活動サポー
トセンターの活用状況、市民ニーズと今後の課題、方向性についてまとめました。（資料10～15）

３－３　協働のまちづくりに関する市民意識

資料10　地域・市民活動への参加状況

▪活動に参加したことが「ある」が54.5％で、「ない」45.1％を上回った。
▪参加した活動で最も多かったのは「子育て」、次に「社会教育」。
▪参加したことがない理由で最も多いのは「きっかけや機会がなかった」。

【課題・方向性】
▪「子育て」や「社会教育」をきっかけとした市民活動への参加促進
▪働き方改革による余暇の活用

・「ない」場合：参加したことがない理由（複数回答）

・「ある」場合：参加した活動内容（複数回答）

0 10 20 30 40 50（％）

選択肢 回答数
子育て 228
社会教育 179
防犯・地域安全 100
環境保全 67
まちづくり 65
福祉・介護 56
保険・医療 45
青少年の健全育成 33
人権・男女共同参画 16
その他 16
国際交流・国際協力 13
災害対策 12
消費者保護 6
観光振興 6
地域の産業・経済 5
情報化社会 2
雇用 1

選択肢 回答数

きっかけや機会がなかった 164

忙しくて時間がない 141

特に理由はない 77

参加の仕方がわからない 76

健康上の理由 72

一緒に活動する仲間がいなかった 51

市民活動等に興味や関心がなかった 43

金銭的な負担を伴う 24

その他 16

職場又は家族の理解が得られない 5
Ｎ＝844
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※43　地域包括ケアシステム：高齢者が住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを最期まで続けることができるよう地域の包括的な
支援・サービス提供体制を、地方自治体が地域の特性に応じて構築すること。

※44　セーフコミュニティ：ＷＨＯ（世界保健機関）地域安全推進協働センター（現在はセーフコミュニティ認証センター）が創
設した認証制度。「生活の安心と安全を脅かすけがや事故は、原因を究明することで予防することができる」という理念のも
と、地域の実情をデータを用いて客観的に評価し、地域住民、地域団体・組織、関係機関、行政などが力を合わせて「安心
して生活できる安全なまちづくり」に取り組む活動を行っている地域のことをいう。

資料11　地域・市民活動への参加理由

資料12　協働が必要・有効な分野

▪「参加の依頼があったから」が最多で突出している。
【課題・方向性】
▪人、地域で相互に参加を依頼できる絆づくり
▪活動内容の周知充実

▪「福祉・介護」、「防犯・地域安全」、「まちづくり」が必要とされている。
【課題・方向性】
▪地域包括ケアシステム※43 の深化、セーフコミュニティ※44 活動の推進

0 10 20 30 40 50 60 70 80（％）

0 10 20 30 40 50 60（％）選択肢 回答数
（複数回答）

福祉・介護 441
防犯・地域安全 320
まちづくり 302
保健・医療 246
災害対策 238
子育て 237
環境保全 123
社会教育 71
雇用 66
青少年の健全育成 59
観光振興 44
消費者保護 31
産業・経済 27
特にない 24
人権・男女共同参画 19
国際交流・国際協力 19
情報化社会 14
その他 6

選択肢 回答数
（複数回答）

参加の依頼があったから 315
活動の内容に興味・関心があったから 126
時間の都合がついたから 100
活動の趣旨に賛同したから 81
知り合いに誘われたから 62
交流したかったから 35
自分の知識や技術を生かしたいから 32
地域の課題等を解決したかったから 29
楽しそうだったから 26
その他 26
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資料13　協働のまちづくりに必要なこと

▪「市民と行政の意見交換」、「市政情報のより一層の公開」、「市職員の意識改革」が必
要とされている。

【課題・方向性】
▪審議会やアンケート、ワークショップなど様々な場面を活用した市民参画の機会の拡充
▪広報紙やマスメディアなどこれまでの広報手段に加え、ＩＣＴを活用した情報発信、
共有の推進

0 10 20 30 40 50（％）
選択肢 回答数

（複数回答）

市民と行政の意見交換 355
市政情報のより一層の公開 349
市職員の意識改革 278
協働の方針や共通のルールづくり 213
市民活動等への資金補助 143
協働に関する講演会・セミナー等の開催 129
市民の意識改革 129
市民活動等の拠点となる場所の確保 113
行政への市民の参加機会の拡充 93
特にない 50
その他 10
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市民活動サポートセンターの利用状況と今後の課題・方向性

資料14　市民活動サポートセンター各種相談対応状況　※2014年度から委託

資料15　市民活動サポートセンター登録数・利用件数　※2014年度から委託

▪2011年まちづくり活動保険導入後、センター利用相談件数が増加した。
▪2014年ＮＰＯ法人への委託後、専門性の高い相談等に応じることができるようにな
り、相談・利用件数が増加した。

【課題・方向性】
▪市民活動の拠点として、市民ニーズに対応するための効果的な活用と利用周知の充実

▪登録件数、利用件数とも順調に増加している。
【課題・方向性】
▪市民活動の拠点として、市民ニーズに対応するための効果的な活用と利用周知の充実

年度 登録数
（件）

利用数
（件）

2014 163 213 
2015 178 248 
2016 185 250 

年度

法人
設立等
相談

（件）

ボラン
ティア
相談

（件）

センタ
ー利用
相談

（件）
2006 54 54 28 
2007 55 29 28 
2008 37 42 18 
2009 33 32 18 
2010 35 31 18 
2011 42 39 144 
2012 11 23 407 
2013 11 12 486 

2014 220 6 501 
2015 249 17 761 
2016 278 15 653 
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　市民活動サポートセンターでは、市民活動に取り組む皆さんのために、情報の提供や講
座の実施、イベントの開催などのサポートをしています。「市民活動団体を知りたい」「助
成金情報を知りたい」など、お気軽にご相談下さい。

～市民活動を応援します！
市民活動サポートセンター（アシストパーク郡山）～

コラム

市民活動サポートセンター問合せ先
住所：郡山市朝日１－23－７　郡山市役所西庁舎３階　電話／ＦＡＸ：024－924－3352
メールアドレス：ap@utsukushima-npo.jp
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あるべき将来像と基本方針・基本施策04

全体指標

　本計画では、基本理念を達成するためのあるべき将来像（基本目標）と３つの基本方針を掲げ、
それらの実現のため、７つの基本施策を定めます。施策の進捗状況を明確にし、取り組みの評価や
検証、改善に生かすため、施策ごとに基本指標を設定します。
　また、計画全体の進捗状況を評価する方法として、市民意識調査の「地域への愛着度」及び「市
民協働の満足度」を全体指標に設定します。
　なお、本計画における指標及び目標値、推進部局については必要に応じて見直しを図ります。

項　　　目 現況値（2016年度） 目標値（2025年度） 説　　　明

地域への愛着度 67.6％ 70.0％ 市民意識調査で「今後も郡山に住みたい」
と回答した市民の割合

市民協働の満足度 62.3点 70.0点 市民意識調査における「市民協働」の取り
組み状況に対する満足度
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４－１　あるべき将来像（基本目標）

　市民の皆さんが、まちづくり基本指針策定のための市民会議で描いたあるべきまちの姿「誰もが
地域で輝く未来」、そして、年齢、性別、障がいの有無に関わらず、すべての人が家庭や職場、地
域などあらゆる場所で力を発揮し存分に活躍できる市民総活躍のまちを目指し、あるべき将来像（基
本目標）を上記のとおり定めます。

　市民の皆さんとともに、地域コミュニティの強化や、使いやすく、分かりやすい双方向の情報発信・
共有に努め、東日本大震災及び原子力災害の経験を踏まえた安全・安心なまちづくりを推進します。

　また、本計画は次の４つの課題解決のためのポイントを定め、あるべき将来像（基本目標）の実
現を目指します。

若者も高齢者も、性別に関わらず、すべての人が家庭や職場、地域などあらゆる場所で、経験
や知識、技能を発揮し、存分に活動できるよう取り組みます。

ＩＣＴを活用し、市民公益活動に関する情報の発信・共有を図り、協働のまちづくりに対する
理解と参加促進に取り組みます。

科学的データに基づき、市民の皆さんと行政等が協働で安全・安心なまちづくりを目指すセー
フコミュニティ活動に取り組みます。

家庭、職場、地域などの一員として、積極的に協働のまちづ
くりや市民公益活動に参加、協力する人材の育成及びこれま
での経験や知識、技能を発揮し活動できる人材の活用に取り
組みます。

誰もが地域で輝く市民総活躍のまち

１　市民総活躍の推進

３　ＩＣＴ（情報通信技術）の活用

２　セーフコミュニティ活動の推進

４　人材の育成と活用
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４－２　計画体系図
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　市民活動を支える基盤は人材です。「誰もが地域で輝く市民総活躍のまち」を目指すため、すべ
ての世代の市民活動への参加を促進します。特に、これからの市民活動を担う若者（ここでは中学
生～30歳未満）の人材育成を進めます。

　市民の皆さんと市職員の協働意識を醸成するととも
に、シニア世代（ここでは、団塊世代より上の世代）
や団塊の世代及び子育てが一段落した親たちの知識や
経験、技能を活用し、市民活動の担い手不足の解消を
目指します。

　生産活動※45 の中心となる働く世代（ここでは15歳
以上65歳未満）のワークライフバランス※46 を推進し、
仕事と生活の調和を図ることで、市民活動への参加を
促します。

　市政情報の提供や、市民の皆さんとのまちづくりに
関する意見交換は協働のまちづくりの推進に必要不可
欠です。

　市民の皆さんと情報を迅速に共有できるよう、ＩＣ
Ｔの活用を含めた情報発信や共有手段の多様化を図る
とともに、オープンデータを活用した取り組みを支援
し、協働のまちづくりを推進します。

　審議会やアンケート、ワークショップなど市民参画
の機会を拡大し、市民活動への参加を促進します。

４－３　基本方針と基本施策
基本方針１　協働のまちを支えるひとづくり

基本方針２　協働に関する情報の発信・共有

地域のお祭りで活躍する若者の様子

町内会長等と市長との懇談会の様子

※45　生産活動：経済学で意味するところの交換や取引の対象となる財・サービスを生み出す活動。
※46　ワークライフバランス：仕事と生活の調和。働きながら私生活も充実させられるように職場や社会環境を整えること。
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　市民の皆さんの提案や専門性、柔軟性を生かすことが協働のまちづくりを進めることにつながり
ます。市民活動が盛んで誰もが地域で輝き、誇れる協働のまちを目指すため、ボランティアやＣＳ
Ｒ※47 など、市民の皆さんが持つ資源を生かしたまちづくりを進めます。

　市民活動を支援する拠点施設である市民活動
サポートセンターを活用し、これから活動を始
めたい方や関心のある方への助言はもちろん、
活動に取り組んでいる方の活動段階に応じた情
報提供や、講座・イベントの開催などを行い、
持続可能で自立した市民活動を推進します。

　住民、団体、機関、行政が協働でセーフコミュ
ニティ活動や地域包括ケアシステムを推進し、
地域に根差した活動体制を構築し、安全・安心
なまちづくりを進めます。

基本方針３　協働を進めるための仕組みづくり

市民活動サポートセンターの活動

※47　ＣＳＲ：企業の社会的責任。企業の責任を従来からの経済的、法的責任に加えて、人権に配慮した適正な雇用や労働条件、
消費者への適切な対応、環境問題への配慮、地域社会への貢献など、企業が市民として果たすべき責任をいう。「企業の社会
的責任 Corporate Social Responsibility」の略。
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基本施策１　協働を支える人材の育成と協働意識の醸成

　子どもの頃から家庭でのお手伝いや地域との交流を大切
にし、家庭や学校、地域で起きていることを他人事ではな
く、自分事としてとらえ、環境美化や防災・防犯などのボ
ランティア活動や地域の祭り、行事などに積極的に関わる
ことができる人材の育成に取り組みます。

　また、互いに助け合いながら課題を解決する協働意識の
醸成に取り組みます。

　さらに、教育機関等と連携しながら、活動機会の発掘や
提供をし、将来を担う若者が主体的にまちづくりに参加す
る意識の醸成やボランティア活動等に参加しやすい環境づ
くりを進めます。

こどもまつりで活躍する高校生ボランティア

きらめき出前講座の様子

基本指標

重点項目

項　　　目 現況値（2016年度） 目標値（2025年度） 説　　　明 担当所属

きらめき出前講座
実施件数 261件 300件

市の職員が講師として出向き
市政に関する講座を実施した
件数

生涯学習課

地域人材の小・中
学校における

活用人数
1,901人 モニタリング指標

学習や体験活動に講師として
地域の人材を活用した延べ人
数

学校教育
推進課

取　り　組　み　内　容 推　進　部　局

①学校や地域等と連携したまちづくりの担い手を育成するた
めの講座や研修会等の実施 全部局

②イベント、ガイドブック、ウェブサイト、マスメディア等
を活用した協働意識の啓発 市民部

③職員の市民活動参加促進、協働啓発のための研修会の実施 総務部、市民部
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　人口減少、少子高齢化が急速に進展する中、限られた人
材を協働のまちづくりの担い手として、いかに活用してい
くかが重要となります。

　シニア世代や団塊世代、子育てが一段落した親たちが、
働く世代のサポーターとして、これまで培ってきた知識や
経験、技能を生かして、地域コミュニティの保全・維持に
不可欠な存在となるよう、市民活動への参加を促します。
　また、目的や行動を共にし、絆をつくることで孤立化を
防ぎます。

　さらに、市民総活躍を推進するため、ワークライフバラ
ンスを推進し、働く世代の仕事と生活の調和を図ることで、
余暇を活用した市民活動への参加を促し、協働の担い手を
確保します。

学習支援活動の様子（寺子屋郡山）

子育て支援講座参加者の様子

基本指標

重点項目

項　　　目 現況値（2016年度） 目標値（2025年度） 説　　　明 担当所属

生涯学習きらめき
バンク※48

登録者数（累計）
276人 300人 生涯学習きらめきバンクに講

師として登録した人数 生涯学習課

仕事と家庭生活と
地域・個人の生活
をバランスよく

行っている市民の
割合

5.2％
（2016年度男女共同参画

に関する市民意識調査）
20.0％

ワークライフバランスについ
て、現状においてバランスよ
く行っていると回答した市民
の割合

男女共同参
画課

取　り　組　み　内　容 推　進　部　局

①シニア世代、団塊世代、子育てが一段落した親たちの知恵
や経験、技能を活用した事業等の実施

市民部、保健福祉部、こども部、
教育総務部、学校教育部

②働く世代のワークライフバランスを推進する事業等の実施
による余暇を活用した市民活動への参加促進、啓発 政策開発部、市民部、教育総務部

※48　生涯学習きらめきバンク：様々な知識や、技術、経験を持つ人に『達人先生』として登録してもらい、要望に応じて講師や
指導者として紹介する制度。

基本施策２　協働の担い手となる人材の活用
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　ＩＣＴ（情報通信技術）の活用を含めた情報発信や共有手段の
多様化を図り、市民の皆さんと双方向の情報発信・共有に努め、
市政への提案など市民参画の機会の拡大や課題の共有を進めます。
なお、推進に当たっては、情報格差（デジタルディバイド）の解
消に十分配慮します。

　また、どのような情報を必要としているのか、どのような情報
を届けることができるのか、情報を必要とする人、届けるべき人
に効果的に伝えるためにはどうすべきかを検討し、分かりやすく、
興味を持ってもらえるような市政情報の公開を進めます。

　震災の経験から、避難情報や気象情報を多様な手段で迅速かつ円滑に伝達し、災害時や緊急時の
被害を減らす減災の取り組みを進める中で、ＳＮＳや公開型ＧＩＳ※49 などを積極的に活用し、市
民の皆さんとの情報共有手段の拡充を図ります。また、災害時の情報収集・発信拠点の拡大などを
図るため、全市的な防災拠点などへの公衆無線ＬＡＮ※50 環境の整備を進め、利用促進を図ります。

基本施策３　ＩＣＴを含めた多様な手段による情報の発信・共有

郡山市公式ウェブサイト

基本指標

重点項目

項　　　目 現況値（2016年度） 目標値（2025年度） 説　　　明 担当所属

市ウェブサイトの
アクセス件数 2,113,735件 2,400,000件 市ウェブサイトのトップペー

ジのページビュー数 広聴広報課

公衆無線ＬＡＮへ
のアクセス件数 92,250件 120,000件 市内公共施設等の公衆無線Ｌ

ＡＮを利用した件数

ソーシャル
メディア
推進課

取　り　組　み　内　容 推　進　部　局

①ＩＣＴを活用した双方向の情報発信・共有による市民参画 全部局

②ニーズに対応した市民活動に興味が持てる情報の発信・共有 市民部

③情報格差に配慮した多様な手段による市政情報の公開 政策開発部、市民部

④災害時や緊急時に迅速かつ円滑に情報発信・共有ができる
ＩＣＴ活用を含めた手段の拡充 全部局

※49　公開型ＧＩＳ：インターネットで市の施設マップ、防災マップ、公園マップ、航空写真などを見ることができるサービス。
ＧＩＳとは、地理情報システム（Geographic Information System）の略。

※50　公衆無線ＬＡＮ : 無線ＬＡＮによるインターネット接続サービス。サービスエリア内であれば、無線ＬＡＮ機能を持った端
末により、無料で高速データ通信の利用が可能。
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基本施策４　市民活動への参加と市民参画の促進

　町内会等の活動は、住みやすい地域を築くための活動で
あり、生活に身近な市民活動です。町内会未加入者や移住
者（定住者）には参加を促し、すでに加入・参加している
方には、活動頻度を高める働きかけを行い、地域コミュニ
ティの保全・維持を進めます。

　広く市民の皆さんの意見や提案を聴取するため、ライフ
スタイルの多様化に配慮しながら、企画立案、実施、評価、
改善の各段階に市民の皆さんの参画を進め、意見交換の機
会の充実を図ります。

町内会等が行う資源回収活動

基本指標

重点項目

項　　　目 現況値（2016年度） 目標値（2025年度） 説　　　明 担当所属

町内会等加入率 63.2％ 70.0％ 町内会等に加入している世帯
数の割合

市民・ＮＰＯ
活動推進課

町内会の地域活動
対象世帯率 69.2％ 75.0％ 町内会が地域活動を通して関

わりをもっている世帯数の割合
市民・ＮＰＯ
活動推進課

市民提案制度への
投稿件数 699件 700件 市民提案制度に寄せられた提

案等の件数 広聴広報課

アイラブロード
加盟団体による
清掃活動回数

392回 408回
除草や清掃等の道路環境美化
活動を団体や企業が実施した
回数

道路維持課

河川愛護団体に
よる除草等河川

管理率
4.7％ 6.5％

河岸延長（河川両岸）の除草
等の河川環境美化活動を河川
愛護団体が実施した割合

河川課

取　り　組　み　内　容 推　進　部　局

①環境、健康、福祉、安全など市民活動の啓発 ･ 促進のため
の講座や研修会、イベント等の実施 全部局

②企画立案、実施、評価、改善各段階での市民参画の機会の
充実 全部局
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　市民活動サポートセンターが、市民の皆さんの市民活動
を支援し、協働のまちづくりを推進するための拠点施設と
して認知、理解され、活用されるよう、より一層の周知を
図り、市民活動がしやすい環境をつくります。
　また、市民活動に参加しやすい環境の充実を図るため、
市民活動中の傷害事故や賠償責任事故を補償する保険制度
の運営に引き続き取り組みます。

　さらに、町内会やＮＰＯ法人等市民活動団体が抱える、
財源や人員、活動拠点等の課題解決に向けた支援を行い、持続可能な市民活動を推進します。

　今後、官民に蓄積されたビッグデータ※51 の活用が、新たな産業や雇用の創出、社会的課題の解
決につながると期待されることから、本市が持つ公共データのオープンデータ化を着実に進め、地
域の課題を「見える化」し、課題解決を推進します。

基本施策５　市民活動がしやすくなるための支援

市民活動サポートセンター

基本指標

重点項目

項　　　目 現況値（2016年度） 目標値（2025年度） 説　　　明 担当所属

市民活動サポート
センター相談対応

件数
946件 1,800件 市民活動サポートセンターで

対応した各種相談の年間件数
市民・ＮＰＯ
活動推進課

市民活動サポート
センターウェブサ
イトアクセス件数

20,304件 28,000件
市民活動サポートセンター
ウェブサイトのトップページ
のページビュー数

市民・ＮＰＯ
活動推進課

市内ＮＰＯ法人数 154法人 180法人 市内に主たる事務所が所在す
るＮＰＯ法人数

市民・ＮＰＯ
活動推進課

取　り　組　み　内　容 推　進　部　局

①市民活動サポートセンターのより一層の周知・活用による
市民活動の推進 市民部

②	持続可能な市民活動を推進するため財源や人員、活動拠点
等の課題解決に向けた支援 全部局

③地域の課題「見える化」（公共データのオープンデータ化）
による地域課題解決の推進 政策開発部

※5１　ビッグデータ：インターネットの普及やコンピュータの処理速度の向上などに伴い生成される大容量のデジタルデータ。事
業に役立つ知見を導出するためのデータをいう。
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　市民の皆さんの新しい発想や専門性を生かしたまちづくりを
進めるため、産学金官連携※ 52 の推進を図り、教育機関や事業
者をはじめとした市民の皆さんが持つ資源の開拓、掘り起こし
を進めます。また、人材や物資など各種資源を必要としている
市民の皆さんと、その資源を提供する側を仲介し、協働のまち
づくりを推進します。

　これまで、市が担ってきた公共サービスについて協働の可能
性を洗い出し、全庁的に協働による事業の実施方法や過程、ノ
ウハウの共有を進めます。また、成果や課題を定量的、定性的
に評価するための方法を併せて検討し、手本となる協働事業の創出、成果をあげた事例の発信、共
有を進めます。

　地域の特性や市民力を生かした創造性豊かな地域づくりや、多数の人に影響を与えることが期待
できる波及効果のある市民活動など、優れた取り組みを行う市民の皆さんを顕彰することにより、
協働のまちづくりを推進します。

基本施策６　市民等が持つ資源を生かしたまちづくり

市民協働政策提案制度
（子育て支援活動）

基本指標

重点項目

項　　　目 現況値（2016年度） 目標値（2025年度） 説　　　明 担当所属

市民協働政策提案
制度採択件数

（累計）
９件 50件

地域や社会課題の解決に向
け、ＮＰＯ法人等から事業提
案があり、採択された件数

市民・ＮＰＯ
活動推進課

大学等高等教育機
関との連携事業数 21件 40件 大学、短大、専門学校との連携

による事業数 政策開発課

取　り　組　み　内　容 推　進　部　局

①産学金官連携や市民等の新しい発想、専門性等の活用 全部局

②協働のまちづくりの視点に立った施策や事業の洗い出し、
評価方法の検討 市民部

③市民等が行っている優れた取り組みの顕彰 市民部

※5２　産学金官連携：新事業の創出等を目的として、民間企業と大学などの教育機関、銀行などの金融機関、地方公共団体等が連
携すること。
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　家族や近隣住民同士の助け合いやつながりは、特に災害
時など生活の安心につながるため大切です。
　また、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続
けるためにも、家族や近隣住民の支えが必要となります。
　地域や自分の身のまわりで起きていることを知り、子育
てから介護に至る幅広い分野について、他人事ではなく、
自分のこととして考え、できることから行動し、お互いに
支え合うことができるまちを目指します。

　けがや事故の予防のため、分野の垣根を越え、住民、団体、機関、行政が協働して取り組むセー
フコミュニティ活動を推進し、交通安全、こどもの安全、高齢者の安全、自殺予防、防犯、防災・
環境の安全の６つの分野でけがや事故の予防に取り組みます。
　また、社会福祉協議会など関係機関と連携した地域ケアシステムによる介護予防や認知症対策等
に取り組み、協働による安全・安心なまちづくりを進めます。

基本施策７　協働で進める安全・安心なまちづくり

登校時の見守り

基本指標

重点項目

項　　　目 現況値（2016年度） 目標値（2025年度） 説　　　明 担当所属

セーフコミュニティ
の認知度 12.0％ 40.0％

セーフコミュニティについて
「良く知っている」及び「少し
知っている」と回答した割合

セーフコミュ
ニティ課

市内交通事故
死亡者数 ９人 ３人 年間の交通事故死亡者数 セーフコミュ

ニティ課

認知症高齢者
ＳＯＳ見守りネッ
トワーク連絡会

参加団体数

95団体 150団体

日頃の業務や活動の中で高齢
者の見守りや認知症などによ
り行方不明となった高齢者の
捜索に協力する団体の加盟数

地域包括
ケア推進課

通いの場※53

参加登録者数
（いきいき百歳体操）

863人 4,600人 通いの場におけるいきいき百
歳体操などに参加した人数

地域包括
ケア推進課

市民防災リーダー
養成数（累計） 764人 1,100人 地域において実践的な防災活

動のできる人の総数
防災危機管
理課

取　り　組　み　内　容 推進部局

①セーフコミュニティ活動の全市的な推進及び地域に根差した活動体制の構築 全部局

②	地域包括ケアシステムの全市的な推進及び地域に根差した活動体制の構築 全部局

③災害時に地域、関係機関、各種団体、企業等と協働で取り組む体制の充実・強化 全部局

※53　通いの場：年齢、性別、障がいの有無に関わらず誰でも一緒に集まり、会話や様々な活動を楽しむことをができる場や機会
のこと。
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基本指標一覧

項　　　目 現況値
（2016年度）

目標値
（2025年度） 説　　　明 担当所属

施
策
１

きらめき出前講座実
施件数 261件 300件 市の職員が講師として出向き市政に関す

る講座を実施した件数 生涯学習課

地域人材の小・中学
校における活用人数 1,901人 モニタリング

指標
学習や体験活動に講師として地域の人材
を活用した延べ人数

学校教育推
進課

施
策
２

生涯学習きらめきバ
ンク登録者数（累計） 276人 300人 生涯学習きらめきバンクに講師として登

録した人数 生涯学習課

仕事と家庭生活と地
域・個人の生活をバ
ランスよく行ってい
る市民の割合

5.2％
（2016年度男女
共同参画に関す
る市民意識調査）

20.0％
ワークライフバランスについて、現状に
おいてバランスよく行っていると回答し
た市民の割合

男女共同参
画課

施
策
３

市ウェブサイトのア
クセス件数 2,113,735件 2,400,000件 市ウェブサイトのトップページのページ

ビュー数 広聴広報課

公衆無線ＬＡＮへの
アクセス件数 92,250件 120,000件 市内公共施設等の公衆無線ＬＡＮを利用

した件数
ソーシャルメ
ディア推進課

施
策
４

町内会等加入率 63.2％ 70.0％ 町内会等に加入している世帯数の割合 市民・ＮＰＯ
活動推進課

町内会の地域活動対
象世帯率 69.2％ 75.0％ 町内会が地域活動を通して関わりをもっ

ている世帯数の割合
市民・ＮＰＯ
活動推進課

市民提案制度への投
稿件数 699件 700件 市民提案制度に寄せられた提案等の件数 広聴広報課

アイラブロード加盟
団体による清掃活動
回数

392回 408回 除草や清掃等の道路環境美化活動を団体
や企業が実施した回数 道路維持課

河川愛護団体による
除草等河川管理率 4.7％ 6.5％ 河岸延長（河岸両岸）の除草等の河川環境

美化活動を河川愛護団体が実施した割合 河川課

施
策
５

市民活動サポートセ
ンター相談対応件数 946件 1,800件 市民活動サポートセンターで対応した各

種相談の年間件数
市民・ＮＰＯ
活動推進課

市民活動サポートセ
ンターウェブサイト
アクセス件数

20,304件 28,000件 市民活動サポートセンターウェブサイト
のトップページのページビュー数

市民・ＮＰＯ
活動推進課

市内ＮＰＯ法人数 154法人 180法人 市内に主たる事務所が所在するＮＰＯ法
人数

市民・ＮＰＯ
活動推進課

施
策
６

市民協働政策提案制
度採択件数（累計） ９件 50件 地域や社会課題の解決に向け、ＮＰＯ法人

等から事業提案があり、採択された件数
市民・ＮＰＯ
活動推進課

大学等高等教育機関
との連携事業数 21件 40件 大学、短大、専門学校との連携による事

業数 政策開発課

施
策
７

セーフコミュニティ
の認知度 12.0％ 40.0％

セーフコミュニティについて「良く知っ
ている」及び「少し知っている」と回答
した割合

セーフコミュ
ニティ課

市内交通事故死亡者数 ９人 ３人 年間の交通事故死亡者数 セーフコミュ
ニティ課

認知症高齢者 SOS
見守りネットワーク
連絡会参加団体数

95団体 150団体
日頃の業務や活動の中で高齢者の見守り
や認知症などにより行方不明となった高
齢者の捜索に協力する団体の加盟数

地域包括
ケア推進課

通いの場参加登録者数
（いきいき百歳体操） 863人 4,600人 通いの場におけるいきいき百歳体操など

に参加した人数
地域包括
ケア推進課

市民防災リーダー養
成数（累計） 764人 1,100人 地域において実践的な防災活動のできる

人の総数
防災危機管
理課
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　計画に基づき、市民の皆さん及び市が取り組む活動をまとめました。

協働の取り組み

誰が

誰に
市民 町内会（地域） ＮＰＯ法人、

ボランティア団体等 事業者 市

市民

・挨拶や気をつけて
の声かけ

・いきいき百歳体操
などに誘い合い、
参加する。

・隣近所での助け合
い

・ セ ー フ コ ミ ュ ニ
ティ活動への参加
呼びかけ

・地域内の親睦を深
める祭りや運動会
などのイベント参
加呼びかけ

・炊き出しなど災害
時の助け合い

・高齢者や子どもの
見守りなど社会的
課題への取り組み

・活動の周知

・ 市 民 活 動 へ の 理
解、協力

・講座やイベントの
実施

・分かりやすい情報
発信

・懇談会など市民参
画の機会の確保

・ セ ー フ コ ミ ュ ニ
ティ活動参加の呼
びかけ

町内会
（地域）

・町内会への加入
・地域内の親睦を深

める祭りや運動会
などのイベントへ
の参加

・身近な危険箇所の
報告

・木戸前清掃など地
域の環境美化活動
の推進

・ セ ー フ コ ミ ュ ニ
ティ活動への参加

・近隣の町内会同士
での連携、協力

・高齢者や子どもの
見守りなど地域課
題の解決に向けた
連携、協力

・町内会の一員とし
て地域活動へ参加

・木戸前清掃など地
域の環境美化活動
の推進

・町内会の一員とし
て地域活動へ参加

・木戸前清掃など地
域の環境美化活動
へ参加

・寄附などによる活
動の支援

・町内会等の運営や
活動拠点の整備等
の支援

・分かりやすい情報
発信

・懇談会など市民参
画の機会の確保

・ セ ー フ コ ミ ュ ニ
ティ活動参加の呼
びかけ

ＮＰＯ
法人、
ボラン
ティア
団体等

・ボランティアや市
民活動への参加

・ボランティアや市
民活動の情報の把
握

・高齢者や子どもの
見守りなど地域課
題の解決に向けた
連携、協力

・防災防犯など地域
の情報提供

・高齢者や子どもの
見守りなど地域課
題の解決に向けた
連携、協力

・ セ ー フ コ ミ ュ ニ
ティ活動への参加

・イベント等の開催
への連携、協力

・寄附などによる活
動の支援

・高齢者や子どもの
見守りなど地域課
題の解決に向けた
連携、協力

・運営や活動拠点の
整備等の支援

・分かりやすい情報
発信

・懇談会など市民参
画の機会の確保

・ セ ー フ コ ミ ュ ニ
ティ活動参加の呼
びかけ

事業者

・事業者のＣＳＲ活
動への理解、協力

・事業者のＣＳＲ活
動への理解、協力

・防災防犯など地域
の情報提供

・高齢者や子どもの
見守りなど地域課
題の解決に向けた
連携、協力

・事業者への活動の
周知

・ セ ー フ コ ミ ュ ニ
ティ活動への参加

・社員の市民活動参
加への理解

・社員のワークライ
フバランスの推進

・分かりやすい情報
発信

・懇談会など市民参
画の機会の確保

・セ ー フ コ ミ ュ ニ
ティ活動参加の呼
びかけ

市

・懇談会などへの参
加

・講座やイベントへ
の参加

・身近な危険箇所の
報告（ココナビこ
おりやまの活用）

・懇談会などへの参
加

・講座やイベントへ
の参加

・身近な危険箇所の
報告（ココナビこ
おりやまの活用）

・懇談会などへの参
加

・イベントや事業へ
の協力

・高齢者や子どもの
見守りなど地域課
題の解決に向けた
連携、協力

・懇談会などへの参
加

・イベントや事業へ
の協力

・高齢者や子どもの
見守りなど地域課
題の解決に向けた
連携、協力

・職員の協働意識の
醸成

・ セ ー フ コ ミ ュ ニ
ティ活動の推進

・ワークライフバラ
ンスの推進
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１　計画の策定体制
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２　計画の策定経過
年　月 市　民　参　画 庁 内 策 定 体 制

2016年
（平成28年）

６～９月

・協働のまちづくり市民等意識調査
　（市民、町内会、ＮＰＯ法人、事業者）

・協働のまちづくり職員意識調査

・・・・・

2017年
（平成29年）

２月

・協働のまちづくり市民等意識調査報告
書作成（ウェブサイト掲載）

３月
・平成28年度第２回郡山市市民協働の

まちづくり推進協議会（意識調査報告）

４月
・郡山市市民協働のまちづくり推進

協議会公募委員募集

５月

６月
・平成29年度第１回郡山市協働のまち

づくり推進本部

７月
・平成29年度第１回郡山市市民協働の

まちづくり推進協議会

８月
・平成29年度第２回郡山市市民協働の

まちづくり推進協議会
・平成29年度第１回郡山市協働のまち

づくり推進本部幹事会

９月
・第二次郡山市協働推進基本計画素案に

対する庁内意見照会

10月
・平成29年度第３回郡山市市民協働の

まちづくり推進協議会
・平成29年度第２回郡山市協働のまち

づくり推進本部

11月 ・市議会各派会長会説明 ・庁議

12月 ・パブリックコメント

2018年
（平成30年）

１月

・平成29年度第４回郡山市市民協働の
まちづくり推進協議会

２月

３月 ・第二次郡山市協働推進基本計画策定
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３　本市のこれまでの取り組み（2010～2016）
2010年（平成22年）

2011年（平成23年）

◦大好きな郡山がいつまでも希望が持て、子どもたちが夢を語ること
のできるまちであるために、魅力と活力あるふるさと郡山の実現を
目指し、協働のまちづくりの推進に取り組むため、「郡山市協働の
まちづくり推進条例」を制定しました。
◦協働のまちづくりを推進するため、「郡山市協働のまちづくり推進
条例」第16条に定める「市民協働のまちづくり推進協議会」を設
置しました。市民公益活動実践者をはじめ、幅広い分野から参加い
ただき、協働推進基本計画の策定について検討を行いました。
◦「郡山市協働のまちづくり推進条例」に基づく庁内検討組織として、
郡山市協働のまちづくり推進本部及び郡山市協働のまちづくり推進
本部幹事会を設置し、庁内の推進体制の整備を図りました。また市
職員向けに啓発紙を発行し、協働意識の醸成を図りました。
◦	町内会加入率の向上を図るため、郡山市自治会連合会と共催で町内
会加入促進講演会を開催しました。（2010年～2014年）
◦地域情報化を推進するため、田村町二瀬地区に光ファイバー※54 による高速インターネット環境
整備を公設民営方式で行い、情報格差（デジタルディバイド）解消のための条件整備を行いました。

◦３月11日の東日本大震災により、市内各地で建物や塀の倒壊、道路の亀裂や断水などの被害が
発生しました。また、震災に伴う原子力災害への対応にも迫られました。市では、地震発生直後
に災害対策本部を設置し、市民生活の安全・安心の確保のため24時間体制で対応に努めました。

◦協働のまちづくりを推進するため、「市民協働のまちづくり推進協議会」を開催（以降、毎年開催）
し、協働推進基本計画の策定について検討を行い、「郡山市協働のまちづくり推進条例」第15条
に定める「協働推進基本計画」を策定しました。この基本計画に基づき、協働のまちづくりに関
する施策を総合的かつ計画的に推進してきました。

※54　光ファイバー：高純度のガラスやプラスチックでできた細い繊維。光通信ケーブルなど光による伝送路に用いる。従来の銅
線に比べ高速大容量の転送速度をもち、信号の減衰も少ない。

協働のまちづくり推進条例

東日本大震災時の市内の様子
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2012年（平成24年）

2013年（平成25年）

◦市民の皆さんを対象に、郡山市が進める協働のまちづくりを分かりやすくまとめた冊子「協働の
ススメ」を作成し、普及啓発に努めました。
◦協働のまちづくりに市民の皆さんに参加してもらうため、市民の皆さんが持つ人的資源（講師や
スタッフ派遣など）、財的資源（場所や物品等提供など）と、それらを必要としている団体等を
結び付ける「協働のまちづくり縁結び事業」を始めました。（以降、継続）
◦「こおりやまＮＰＯ連絡会議」を開催し、市内のＮＰＯ法人同士が相互に情報交換や意見交換を
行いました。（2012年～2013年）
◦震災後の復興支援活動として、ＮＰＯや企業と協働し、小学生が接客や販売などの職業体験をす
る「こども商店街がくとくん商店・おんぷちゃん食堂」を実施しました。
◦市政情報をはじめ、郡山市の元気や魅力、観光資源等を幅広く発信するため、フェイスブックな
どのＳＮＳを活用した情報発信を始めました。

◦町内会やＮＰＯ法人をはじめとする市民活動の活性化を図り、自助・共助・公助のバランスの取
れた市政を実現するため、課名を「市民・ＮＰＯ活動推進課」に改め、ボランティア団体やＮＰ
Ｏ法人等への支援の強化を図りました。
◦ＮＰＯ等への相談業務の充実などを目的に、市民活動サポートセンターの業務委託化に向けた検
討を行いました。受託者は、公募型プロポーザル方式※55 により募集し、選定委員会を開催しま
した。
◦「こおりやまＮＰＯ連絡会議」の参加団体と協働で、地域活性化に取り組むＮＰＯや様々な団体
の活動を紹介し、災害時においても活用できる「こおりやまＮＰＯガイドブック」を作成しました。
◦台風・地震など気象情報や市内の災害情報などを、多様な配信手段で配信するため、防災ウェブ
サイト、フェイスブック、ツイッターなどを開設しました。

◦郡山市協働のまちづくり推進本部を開催し、協働推進基本計画の策
定について検討を行いました。（以降、毎年開催）
◦基本計画で定めた基本施策を具現化するための具体的な事業として
実施計画を策定し、施策の実施状況を公開しました。（以降、毎年
公開）
◦市民が主役の協働のまちづくりを推進するため、市民が積極的にボ
ランティアや町内会・自治会などの公益的活動に参加できるよう、
全市民を対象とした市民公益活動総合補償保険制度「郡山市まちづ
くり活動保険」を導入しました。（以降、毎年加入）
◦市民活動団体の活動を財政面から支援する「ひとまちづくり活動支
援事業」を活用した団体が、事業の成果を紹介する「わくわくふれ
あいまちづくり」を実施しました。地域資源を生かした活動など自
分たちが取り組んだ活動内容を広く市民の皆さんに紹介し、市民活
動への参加意欲の醸成を図りました。（2011年～2013年）

郡山市協働推進基本計画

※55　公募型プロポーザル方式：民間事業者から提案を求め、提案内容に基づき業務受託者を選定し、契約を締結する方法。
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2014年（平成26年）

2015年（平成27年）

◦中核市としての都市力を生かした個性的で魅力あるまちづくりの推進及びさらなる市民サービス
の向上を図るため、特定非営利活動促進法に規定する事務（設立認証申請書の受理等の事務を含
む36条項）を、福島県より事務移管しました。市内のＮＰＯ法人や設立を目指す市民活動団体
の利便性が向上し、より一層情報交換や連携が図りやすくなりました。
◦市民活動サポートセンターの運営業務を特定非営利活動法人うつくしまＮＰＯネットワークに委
託しました。併せて、場所をビッグアイから郡山市役所内に移し、駐車場問題を解消し、利用者
の利便性の向上を図るとともに、受託者との連携を図りやすくしました。
◦ＮＰＯ法人をはじめとする市民活動団体等から、その専門性、柔軟性等を生かした地域課題の解
決や市民サービスの向上等につながる公益的な事業に関する提案を募集し、提案者と市が共に事
業を実施することで協働のまちづくりの推進を図る「市民協働政策提案制度」を創設しました。
ＮＰＯ法人や事業者から提案があり、審査会を経て次年度の実施に向け、事業が採択されました。
◦ＷＨＯ（世界保健機関）地域安全推進協働センターが創設した「セーフコミュニティ」の認証取
得に向け、安心して生活できる安全なまちづくりを目指
し、セーフコミュニティ取組宣言をしました。
◦ＮＴＴ東日本と協働で高齢者のインターネット利用促進
を図るため、60歳以上の方を対象にしたタブレット体
験講座を開催しました。
◦団塊世代の人々が培ってきた知識や経験を生かした地域
づくりを推進するため、市民活動に参加するきっかけと
なる講座を中央公民館、地区・地域公民館で開催し、市
民活動の担い手づくりに努めました。（以降、継続）

◦「市民協働政策提案制度」で採択された事業を提案者と市がともに実施し、協働のまちづくりの
推進を図りました。また、次年度実施する事業の提案を募集し、事業を採択しました。（以降、継続）
◦ＮＴＴ東日本、Ｗ i Ｚ国際情報工科自動車大学校と協働で、高齢者のインターネット利用促進を
図るため、60歳以上の方を対象にしたタブレット体験講座を開催しました。
◦オープンデータを活用して地域の課題解決等を図るとともに、市民活動団体等の活動を支援する
ため、イベントの後援をしました。また、Ｗ i Ｚ国際情報工科自動車大学校との協働事業により、
学生が開発したアプリケーションの検証を行いました。
◦株式会社ウェザーニューズと協定締結し、気象や災害情報など被害を減らす「減災」に役立つ情
報を市民の皆さんが自由に投稿、閲覧できる災害情報サイト「こおりやま減災プロジェクト」を
開始し、自助・共助を支援しました。

◦公共施設の窓口等で来庁者が待ち時間に利用でき、災害時にはライフラインとして活用できる公
衆無線ＬＡＮ環境について、年次計画による整備を開始しました。
◦高齢者のインターネット利用促進を図るため、60歳以上の方を対象にインターネット体験講座
を開催しました。
◦「公の施設の指定管理者制度に関する指針」の選定方法を原則公募にするなど改定しました。

高齢者向けタブレット体験講座の様子
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2016年（平成28年）
◦「向こう三軒両隣」の地域の交流から安全で住みやすいまちをつく
るため、郡山市自治会連合会と協働で町内会への加入促進キャン
ペーンを実施し、町内会加入率の向上を図りました。（以降、継続）
◦第二次郡山市協働推進基本計画の策定に向け基礎資料とするため
「協働のまちづくり市民等意識調査」を実施しました。
◦スーパーマーケットやコンビニエンスストアなどにも広報こおりや
まを配置し、若者などが広報紙を手にしやすい環境整備を行いまし
た。また、広報こおりやまをスマートフォン用アプリケーション内
に掲載し、若者などに市政情報の発信をしました。
◦セーフコミュニティ活動への指摘や助言を海外審査員から頂く事前
指導を開催し、本審査に向け概ね良好な評価を得ました。
◦高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるように、
2025年に向け、要支援者等に対し、旧介護予防訪問（通所）介護
に相当するサービスの提供を始めました。
◦公共施設等の設計、建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して
効率的かつ効果的に実施し、市民サービスの向上やトータルコストの削減を図るため、「郡山市
ＰＦＩガイドライン」を策定しました。
◦指定管理者の募集手続きや選定方法等を定めた「公の施設の指定管理者制度に関する指針」を大
幅改定し、運用に当たっての市の基本的な考え方、標準的な手続き等を定めた「郡山市指定管理
者制度ガイドライン」を策定しました。

◦専用のウェブアプリケーションを使って、道路の破損や防犯灯の故障などの地域の問題を、市民
の皆さんがスマートフォンやタブレット端末などで、現場写真を撮影、投稿し、市に情報を寄せ
るシステム「ココナビこおりやま」を導入しました。ＩＣＴを活用し、市民参画及び協働のまち
づくりを推進しました。（以降、継続）
◦協働のまちづくりを推進し、市民サービスの向上や行政
経営の効率化などを目指すため、官民連携により公共
サービスを提供していくＰＰＰ（パブリック・プライベー
ト・パートナーシップ：官民連携）※56 導入指針を策定
しました。
◦将来を担う若者の市政参画機会の拡充と施策・事業への
意見反映を図るため、本市及びいわき市の高校生で構成
する政策討論会を開催し、意見交換、まちづくりへの提
言等を行いました。

わかもの未来創生会議

町内会加入促進キャンペーン

※56　ＰＰＰ（Public Private Partnership）：パブリック・プライベート・パートナーシップ。官民連携。これまでの行政主体の
公共サービスを、誰が最も有効的で効率的なサービスの担い手になり得るのかとの観点から、行政と多様な構成主体との連
携により提供していく考え方。民間委託、PFI、指定管理者制度、民営化などの事業手法とともに、行政課題に対する地域と
の協働の取り組み（補助、助成含む）などを含めた手法の総称。
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４　市民活動のこれまでの取り組み（2010～2016）
郡山市市民活動推進顕彰事業（まちづくりハーモニー賞）受賞者一覧

※受賞者名及び活動内容は受賞時点のもの

年度 受賞部門 受　賞　者　名 活　　動　　内　　容

2010
（Ｈ22）

市民活動
実践部門

大槻東地区各種団体連
絡協議会

平成17年から大槻東地区22団体で「みまわり隊」結成。防犯の
ため地域の小・中学校とその周辺の夜間パトロール活動を行う。
地域コミュニティ意識の向上、安全・安心で住みよい地域づくり
に貢献している。

根木屋区
平成４年から毎月「広報ねぎや」を発行。住民自らが地域の行事
や歴史、自然等の記事を寄稿。住民の連帯意識の向上や地域資源
の再発見・掘り起こしなど、地域づくりに貢献している。

八光建設株式会社
平成７年から会社周辺のゴミ拾いをはじめ、道路清掃、植栽活動、
大島東公園の芝刈りや草取りを行い、環境美化活動に全社員が一
丸となって取り組んでいる。

青少年
部門

郡山市立逢瀬中学校
平成７年から「多田野の鍬柄舞田植え踊り」の伝承活動に、保存
会と協力して取り組み、ふるさとへの愛着と誇りを育んでいる。
また、逢瀬公園の清掃活動等に地域住民と取り組んでいる。

郡山市立喜久田小学校
平成５年から郡山市における唯一の特設合奏（マーチング部）の
ある小学校として活動。地域に密着した行事に積極的に参加し、
音楽の持つ魅力や楽しさを伝え、地域の活性化に貢献している。

郡山女子大学短期大学部
平成９年から学生のボランティア活動として、ごみゼロキャンペー
ン「クリーンフェスティバル」での環境問題意識の啓発や、ニコニ
コこども館において読み聞かせボランティアを行っている。

イベント
部門

郡山西部第二工業団地
工業会

平成８年から毎年「納涼祭」を開催。多くの地域住民が来場し、
工業団地内企業と地域住民との交流促進、地域の活性化に貢献し
ている。

サマーフェスティバル
in きくた実行委員会

平成11年から毎年「サマーフェスティバル in きくた」を開催。
商工会、町内会、消防団等をはじめ、地区内の小・中学校が参加
し、地域住民の交流促進や地域の活性化に貢献している。

南東北総合卸センター
協同組合

平成５年から毎年「卸町ふれあいフェスティバル」を開催。卸団
地と地域住民との交流促進、地域の活性化に貢献している。

2011
（Ｈ23）

市民活動
実践部門

安積守屋甚句保存会若
駒会

平成19年三穂田の「安積守屋甚句」の保存、継承のための公民
館主催小中学生対象講座がきっかけで結成。高齢化が進む保存会
の中心となり、伝統芸能の保存、継承に貢献している。

ぐるっと湖南・伝承会
平成19年に公民館講座をきっかけに結成。観光ガイドや湖南林
間学校の企画運営などに取り組み、地域資源を活用した地域活性
化及び地域財産の伝承に貢献している。

特定非営利活動法人
ほっとスペースＲ

平成17年から不登校やひきこもりの子どもへの居場所提供、自
立支援、親への支援を行う。社会教育の推進、地域支援に貢献し
ている。

ＮＥＷワンマンオーケ
ストラ

平成８年から福祉施設等への慰問演奏活動を行っている。メン
バーの平均年齢は70歳を超えているが、慰問回数は1,000回を
超え、地域福祉の推進に貢献している。

青少年
部門 郡山市立大島小学校

平成16年からコンサートを実施し、音楽活動を通した地域との
交流により、青少年の健全育成、音楽都市郡山の発展に貢献して
いる。

イベント
部門

うねめの里冬花火実行
委員会

平成12年から片平町の伝統行事である「賽（さい）ノ神神事」
に併せて冬花火を開催。冬の花火の珍しさもあり、毎年多くの来
場者が訪れ、伝統行事の継承、地域活性化に貢献している。

郡山市まちなか子ども
夢駅伝競走大会実行委
員会

平成18年からなかまち夢通りで、陸上自衛隊や体育協会など多
くの団体と協力し、駅伝競走大会を実施。子どもたちの健康増進、
体力向上及び中心市街地活性化に貢献している。

まちなか音ステージ実
行委員会

平成17年から郡山駅前地区で音楽コンテスト等を実施。近年郡
山駅前等で多く行われているまちなかの音楽イベントの先駆的存
在として、中心市街地の活性化、音楽都市郡山の発展に貢献して
いる。
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年度 受賞部門 受　賞　者　名 活　　動　　内　　容

2012
（Ｈ24）

市民活動
実践部門

喜久田町商工会
平成14年から商工会の情報に加え、地域のイベント等を盛り込
んだ町民向けコミュニティ紙「キクぼうタイムス」を発行。町民
に身近な情報を伝え、地域振興に貢献している。

郡山・子どもの本をひ
ろめる会

昭和48年から子どもたちが、本を通し人間らしく豊かに育つこ
とを目的に、読書推進活動を積極的に展開し、社会教育の振興に
貢献している。

郡山そば同好会
平成９年に公民館講座をきっかけに結成。地域の小学生への防犯
意識の啓発を図るための教室や、献血推進月間の献血活動時に手
打ちそばを提供するなどの地域貢献活動をしている。

郡山水と緑の案内人の会
平成19年から桜のシーズンの開成山公園の案内や、うねめ祭り
に関する案内、安積疏水めぐりなど、歴史文化の継承や郡山のＰ
Ｒに貢献している。

春山　秀城氏
約100名の団員等を有する郡山市民オーケストラの団長を平成８
年から16年間勤めた。市民参加の音楽活動を普及させ、後進の
育成を図り、音楽都市郡山の発展に貢献している。

紅枝垂地蔵桜保存会
平成８年から中田の紅枝垂地蔵桜の保存と周辺の環境整備を実
施。駐車場の清掃管理や桜まつりの開催のほか、花桃の苗を育て
植栽するなど、地域の魅力向上、地域振興に貢献している。

青少年
部門

郡山市立安積第二小学
校豊田太鼓クラブ

平成11年から伝統芸能豊田太鼓の伝承活動を通した青少年の健
全育成活動を行っている。

日本大学工学部陸上競
技部

平成17年から全盲走者の伴走支援や郡山まちなか子ども夢駅伝
競走大会支援、幼稚園児の雪上運動会の開催等、陸上競技部の特
性を生かしたスポーツによる地域支援活動を行っている。

イベント
部門

芹沢大凧揚げ＆どんと
焼き保存会

約80年前に始まり、一時途絶えていた西田町芹沢地区の伝統行
事を平成３年に復活させた。芹沢と書かれた６畳の凧揚げやどん
と焼きが行われ、伝統文化の継承と地域振興に貢献している。

守山伝統を守る会
八幡様の大祭に各家で灯篭に言葉を書いて軒下に献灯する伝統行
事を平成11年に復活させた。磐城守山駅周辺で「灯篭祭り」を
実施し、地元町民や来訪者が多数訪れ、地域振興に貢献している。

2013
（Ｈ25）

市民活動
実践部門

逢瀬ひょっとこ愛好会 平成18年から地元の小学校や福祉施設、うねめ祭りなどでひょっ
とこ踊りを披露。元気と笑いを地域に届ける活動をしている。

片平歴史の会
平成21年から片平町の歴史や文化を継承するため、地元の観光
協会や保存会と協力しながら活動。町の魅力を市内外に発信し、
地域振興に貢献している。

郡山市東部婦人会
平成17年から芳賀小児童の下校時の見守り活動を毎日実施。駅
前東口の清掃活動や、地域の幼稚園、小学校での交流活動、福祉
施設の慰問活動等に取り組んでいる。

豊増　良子氏
平成６年から大島地域公民館の図書室を中心に読書推進活動に取
り組み、おはなし会等の公民館行事への協力や図書室の本の整備
などに貢献している。

中村　三郎氏 地域の河川敷や花壇等の草刈り、清掃等に取り組み、地域の環境
美化に長年にわたり貢献している。

青少年
部門 郡山市立片平中学校 平成８年から全校生徒で「うねめ太鼓」伝承活動に取り組み、ふ

るさとへの愛着と誇りを育んでいる。

イベント
部門

あさか野柴宮案山子ま
つり実行委員会

平成19年から安積町柴宮の農道に案山子を展示する「あさか野
柴宮案山子まつり」を開催。秋の風物詩として、市内外から見学
者が訪れ、地域の活性化に貢献している。

郡山市大町商店街振興
組合

平成９年から「おおまち笑・Ｓｈｏｗ・商」を開催。商店街の賑
わいを創出するイベントとして地域に定着。中心市街地の活性化
に貢献している。

ちびっこうねめまつり
実行委員会

昭和61年からうねめ祭りの前夜祭として開催。毎年、たくさん
のイベントブースが設置され、多くの市民が集まり地域の活性化
に貢献している。

震災復興
部門

ＮＰＯ法人ウィメンズ
スペースふくしま

東日本大震災時、ビッグパレットふくしまに設置された避難所で
の「女性専用スペース」の運営に尽力。震災後「女性のための電
話相談ふくしま」等の事業を立ち上げ、女性支援活動に貢献して
いる。
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年度 受賞部門 受　賞　者　名 活　　動　　内　　容

2014
（Ｈ26）

市民活動
実践部門

おにぎりプロジェクト
委員会

平成20年から幼稚園、保育所等を訪問し交流活動を行っている。
子どもたちが一緒に歌や手話を披露する参加型のイベント等を実
施し、青少年の健全育成に貢献している。

郡山クリームボックス
楽団

平成26年から郡山の名物パン「クリームボックス」を活用した
郡山のＰＲに取り組み、郡山の魅力発信に貢献している。

郡山グリーンカレー愛
好会

平成22年から郡山の農畜産物等を活用した「こおりやまグリー
ンカレー」の地域ブランド化に取り組む。学校との連携による新
メニューの開発等、郡山の魅力発信に貢献している。

笹川のあばれ地蔵保存
会

平成17年から安積町笹川地区の伝統行事「笹川のあばれ地蔵」
の継承に取り組み、伝統文化の保存と地域振興に貢献している。

多田野の鍬柄舞田植踊
り保存会

昭和40年から逢瀬地区「多田野の鍬柄舞田植踊り」の継承に取
り組み、伝統文化の保存と地域振興に貢献している。

朗読グループ　ハイジ 市内の視覚障がい者に、広報こおりやまや本、新聞を録音して届
ける活動を行い、地域福祉の向上に貢献している。

市民活動
応援部門 渡富建設株式会社 昭和50年から湖南町でのイベントへの資材・労力の提供や地域

の学校、市民活動団体等への活動支援に取り組んでいる。

青少年
部門

岩代國郡山うねめ太鼓
保存会 小若組

平成13年から「うねめ太鼓」の保存、継承活動に取り組み、音
楽活動を通した青少年の健全育成、音楽都市郡山の発展に貢献し
ている。

郡山市立湖南小・中学校
猪苗代湖の水質調査等を行う湖南エコクラブや湖岸清掃活動等の
自然環境保護活動に取り組んでいる。郷土への愛着と誇りを育み
青少年の健全育成や地域の振興に貢献している。

イベント
部門 海老根秋蛍実行委員会

平成15年から中田町海老根地区に伝わる手漉き和紙を使用した
灯ろうを展示する「海老根長月宵あかり秋蛍」を開催。市内外か
ら見学者が訪れ、地域の活性化に貢献している。

特別賞 特定非営利活動法人　
移動保育プロジェクト

平成23年、原子力発電所の事故による放射線の影響により屋外
活動が制限された未就学児を対象とした日帰り保養活動を実施。
屋外活動が制限された親子の精神的ストレス軽減に貢献した。

2015
（Ｈ27）

市民活動
実践部門

郡山おもちゃの病院 平成23年からおもちゃの修理を通して子どもたちに物の大切さ
を教える活動や「おもちゃドクター」の養成活動に取り組んでいる。

郡山子ども文庫連絡協
議会

昭和51年から子どもたちに児童図書の貸出、読み聞かせ、お話
し会などの文庫活動を行い、読書推進活動に貢献している。

緑ケ丘西三丁目町内会
平成24年から町内会活動の一環として地域づくり活動を開始。
高齢者の自立生活支援や、市・地域包括支援センターと連携した
講座や健康チェック事業に取り組んでいる。

市民活動
応援部門 有限会社安積精機工業 平成５年頃から㈲安積精機工業が中心となり、町内の事業者が協

力し、町内会資源回収活動の支援に取り組んでいる。

青少年
部門

郡山市立桃見台小学校
児童が育てた花苗を、近所の仮設住宅や公園、保育所、学校等に
届け、植栽する活動に取り組み、地域との交流や青少年の健全育
に貢献している。

郡山ジュニアフィル
ハーモニーオーケスト
ラ

昭和52年から児童生徒が音楽に触れる機会を創出し、音楽文化
の振興に取り組んでいる。音楽活動を通した交流により、青少年
の健全育成、音楽都市郡山の発展に貢献している。

福島県立郡山商業高等
学校

平成27年から郡山グリーンカレー愛好会と協働で地域経済活性
化をテーマに、風評被害の払しょくや食の安全を全国に発信する
まちおこし活動に取り組んでいる。

文京学院大学　中山ゼ
ミナール

平成17年の逢瀬町へのグリーンツーリズムをきっかけに相互交
流開始。復興支援のため、埼玉県ふじみ野市で野菜代行販売に取
り組む等、学生が地域住民と地域づくり活動に取り組んでいる。

イベント
部門

三穂田町笹原川千本桜
まつり実行委員会

平成15年から「笹原川千本桜まつり」を開催。桜の名所である「笹
原川の千本桜」を広くＰＲし、市内外から見学者が訪れ、地域の
活性化に貢献している。
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2016
（Ｈ28）

市民活動
実践部門

安積（あさかの）アル
プス出逢いプロジェク
ト

平成22年から「逢瀬」の地名を生かした婚活イベントや逢瀬観
光マップの制作、安積アルプス縦走トレッキングの開催など、地
域の魅力の発信に貢献している。

郡山かたれやまんばの会
平成25年から貴重な民話語りの文化を次世代に受け継ぐため、
民話語りのボランティア活動を行い、民話の伝承・伝達・普及に
貢献している。

郡山市民アマチュア無
線実行委員会

平成25年からアマチュア無線を活用した市のＰＲ活動や、市と
災害時の情報収集等に関する協定を締結し、防災訓練や大雨の際
に協力している。

柴宮第一自治会 昭和63年から会報紙「ふれあい柴宮」を発行。地域住民の連帯
意識の醸成や明るく住みよい地域づくりに貢献している。

小学生の学びの場
キッズパーク

平成26年から子どもたちが国際的に活躍できる素養を身につけ
られるよう、古典や日本語、日本文化の学習機会の拡大に貢献し
ている。

商店街きらめき21研
究会

平成13年から中心市街地の若手商業者が集まり、小学校での仕
事体験出前講座や商店街の魅力を伝えるヒーロー「商店ガイレン
ジャー」などの活動に取り組み、地域活性化に貢献している。

市民活動
応援部門

ＪＡ福島さくら郡山地
区花卉（かき）部会中
田支部

昭和45年に「花木団地」を整備し、現在では花の名所として多
くの観光客が訪問。ふくしまデスティネーションキャンペーン時
は、郡山駅構内に花のおもてなし装飾を行うなど、観光の振興に
貢献している。

青少年
部門

こおりやま福来応援隊
平成26年から自分たちでできる復興や発信に取り組んでいる。
ご当地グルメの研究や販売を行う「おんぷちゃん食堂」など、地
域や社会とつながる活動により、地域の活性化に貢献している。

帝京安積高等学校
和太鼓部

平成12年から各種大会への出場のほか、地域や企業からの依頼
に応じ、和太鼓の演奏を披露する活動に取り組んでいる。

イベント
部門

開成商工振興会
平成12年から盆踊り保存会と連携し、道因寺境内で「開成夏祭り」
を開催。お盆の恒例行事として地元に定着、地域の活性化に貢献
している。

駒屋青年団 昭和60年から三穂田町駒屋地区において唐傘行灯花火を実施し
ている。近年は観光客も増え、地域の活性化に貢献している。

萩姫まつり50周年記
念班

昭和41年から毎年開催されている萩姫まつりの50周年記念プロ
ジェクトとして、京都から磐梯熱海温泉までの約750km の道の
りを行脚し、郡山市や磐梯熱海の魅力を発信した。

まちづくりハーモニー賞受賞者の活動の様子
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５　市民協働のまちづくり推進協議会委員名簿
役　職 氏　　名 職 業 及 び 活 動 団 体 等

会　長 鈴　木　光　二
全国自治会連合会会長
郡山市自治会連合会会長

副会長 佐　藤　知恵子 社会保険労務士佐藤知恵子事務所所長

委　員 大　槻　　　努
郡山高度情報化システム研究会会長
大槻電気通信株式会社代表取締役

委　員 上國料　竜　太 株式会社ピーエイケア代表取締役

委　員 小　林　直　輝 特定非営利活動法人ビーンズふくしま

委　員 近　内　直　美
社会福祉法人笑風会
特別養護老人ホーム笑風苑事業部長

委　員 佐久間　弘　子 公益財団法人星総合病院　診療部長兼小児科部長

委　員 佐々木　康　文 福島大学人文社会学群行政政策学類教授

委　員 佐　藤　克　敏
郡山掃除に学ぶ会代表世話人
株式会社エスビー商会代表取締役

委　員 三　部　香　奈
一般社団法人グロウイングクラウド代表理事
三部会計事務所経営企画室

委　員 澁　谷　　　薫 インターネットテレビ局「てんこもりＴＶ」副代表

委　員 長　尾　美加雄 日本政策金融公庫郡山支店支店長

委　員 名　木　剛　範
郡山市駅前防犯協会
名木製帽店

委　員 橋　本　和　榮
柴宮町内会会長
有限会社安積電気工事店取締役会長

委　員 降　矢　セツ子 有限会社降矢農園取締役

※敬称略、委員は五十音順。職業及び活動団体等は委嘱時点
※任期は2017年（平成29年）７月10日から２年間
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６　協働のまちづくり市民等意識調査の概要
（１）目的

（２）市民等意識調査の概要

　第二次郡山市協働推進基本計画の策定に当たり、時代とともに変化する市民意識の動向と現在の
多様なニーズを把握し今後の施策、事業の検討、推進、評価等の基礎データとして活用するため実
施しました。市民、市民活動団体、事業者、行政がお互いを尊重し、共通認識に立った上で、協働
によりつくりあげる計画とするため、各調査対象から意見をいただきました。

　 市　　　民 町　内　会

調査対象 市内在住の18歳以上3,000 人 市内地区町内会連合会等44団体

調査期間 2016年７月22日～８月12日 2016年６月14日～９月２日

抽出方法 住民基本台帳より無作為抽出 郡山市自治会連合会加盟連合会等

調査方法 郵送 郵送

回 収 率 28.1％（844人） 84.1％（37団体）

　   ＮＰＯ法人 事　業　者

調査対象 市内137法人 市内300事業所

調査期間 2016年６月13日～６月30日 2016年７月22日～８月12日

抽出方法 市内全ＮＰＯ法人 法人市民税台帳より無作為抽出

調査方法 郵送 郵送

回 収 率 37.2％（51法人） 42.7％（128事業所）

　 行政（市職員）

調査対象 職員2,696人

調査期間 2016年８月１日～８月26日

抽出方法 正職員、嘱託職員等

調査方法 ウェブサイト

回 収 率 41.6％（1,121人）
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７　関係法令等
（１）郡山市協働のまちづくり推進条例　

　前文
　第１章　総則（第１条・第２条）
　第２章　協働のまちづくりの基本原則（第３条）
　第３章　市民等及び市の役割（第４条―第７条）
　第４章　協働のまちづくりの推進（第８条―第16条）
　第５章　雑則（第17条）
　附則
　私たちのまち郡山は、脈々と流れるときの中で、地の利を生かした交通の要衝として栄え、人と
人とが交流し、先人の努力と行動力により多様な歴史と文化をはぐくんできたまちです。また、明
治初期に国営事業として行われた安積疏水の開削や安積開拓は、人々の英知や技術力の結集を生ん
だ、まさに、この地の住民や全国からの移住者などが成し遂げた協働の先駆けともいえる事業です。
さらには、昭和の戦災復興期から現在まで継承される市民を主体とする音楽活動により郡山の都市
イメージは、「東北のウィーン　楽都　郡山」と称されるまでに発展しました。
　しかしながら、社会情勢の変化とともに、少子高齢化の進行や市民の生活様式の多様化、地域コ
ミュニティにおける安全、安心意識の高まりや連帯意識の希薄化等の状況があり、これまで以上に、
自主、自立の市民協働社会の確立が求められています。
　活気と情熱にあふれた市民の行動力、そして、自助、互助、公助の考え方に基づくボランティア
や社会貢献活動は、地域の連帯意識を高め、未来に向かって、郡山を大きく育てる原動力です。そ
して、この行動は、郷土愛をはぐくむとともに、自己実現を図り人生や家族の暮らしを豊かにする
ものでもあります。
　このような状況を踏まえ、私たちは、大好きな郡山がいつまでも希望が持て、子どもたちが夢を
語ることのできるまちであるために、一人ひとりの笑顔と出会いを大切にし、それぞれの立場で連
携し、助け合いながら、協働によるまちづくりの主体として、一歩一歩、着実に前進していきたい
と考えています。このため、私たちは、市民が主役の協働のまちづくりを推進することにより、魅
力と活力のあるふるさと郡山の実現を図ることを決意し、この条例を制定します。

　　　第１章　総則
　（目的）
第１条　この条例は、協働のまちづくりの基本原則を定め、市民等及び市の役割を明らかにするこ
とにより、市民が主役の協働のまちづくりを推進することを目的とする。
　（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）　市民　市内に居住している者、勤務する者及び在学する者をいう。
（２）　市民活動団体　町内会、自治会その他の市内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づ
いて組織された団体及び特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第２条第２項に規定
する特定非営利活動法人、ボランティア団体その他の団体で市民公益活動を継続的に行うもの
をいう。

（３）　事業者　営利、非営利を問わず、市内で事業活動を行っている個人及び法人その他の団体
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をいう。ただし、市民活動団体を除く。
（４）　市民等　市民、市民活動団体及び事業者をいう。
（５）　市民公益活動　市民等が自主的かつ自発的に行う不特定多数の者の利益の増進に寄与する
ことを目的とする活動をいう。ただし、次に掲げるものを除く。
ア　営利を目的とする活動
イ　宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とする活動
ウ　政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする活動
エ　特定の公職（公職選挙法（昭和 25年法律第 100 号）第３条に規定する公職をいう。以
下この号において同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職に
ある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする活動

（６）　協働　市民等及び市が、対等の立場で、それぞれの役割を担い、責任を認識しながら、公
共的な課題の解決のためともに取り組むことをいう。

（７）　地域コミュニティ　市民が連帯感及び信頼関係を持って、生活している場所及び相互の交
流が行われている基礎的な生活空間をいう。

（８）　人づくり　積極的に活動ができる人又は専門的な知識を持つ人を育成することをいう。
（９）　地域資源　地域の自然、歴史、伝統文化、人材等の有形無形のものをいう。
（10）　市民参画　市民等が市の施策等の企画、立案、実施及び評価に自主的に参加することをいう。
　　　第２章　協働のまちづくりの基本原則
　（基本原則）
第３条　市民等及び市は、次に掲げる基本原則に基づき、協働のまちづくりを推進する。
（１）　協働の機会は、年齢、性別、障がいの有無等にかかわらず、市民等の誰もが有すること。
（２）　協働に対する理解を深め、互いの信頼関係の構築に努めること。
（３）　協働に関する情報を交換し、その共有に努めること。
（４）　市民公益活動における自主性及び自発性を尊重すること。
（５）　地域コミュニティの重要性を認識し、その維持及び発展に努めること。
　　　第３章　市民等及び市の役割
　（市民の役割）
第４条　市民は、前条の基本原則（以下「基本原則」という。）に基づき、知識、技能、経験等を生かし、
協働のまちづくり及び市民公益活動に参加し、及び協力するよう努めるものとする。
２　市民は、協働のまちづくり及び市民公益活動に参加し、及び協力するときは、自らの意見及び
行動に責任を持つよう努めるものとする。
３　市民は、協働のまちづくり、市民公益活動及び地域コミュニティに関する情報を積極的に把握
するよう努めるものとする。
　（市民活動団体の役割）
第５条　市民活動団体は、基本原則に基づき、地域性、専門性等を生かし、協働のまちづくり及び
他のものの実施する市民公益活動に参加し、及び協力するよう努めるものとする。
２　市民活動団体は、市民公益活動に関する情報の発信を図り、市民公益活動に対する市民の理解
及び参加の促進に努めるものとする。
　（事業者の役割）
第６条　事業者は、基本原則に基づき、地域コミュニティの一員として協働のまちづくり及び市民
公益活動に参加し、及び協力するよう努めるものとする。
　（市の役割）
第７条　市は、協働のまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進する。
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２　市は、公平性、公正性及び透明性をもって、協働のまちづくりに関する市民等との連携及び市
民等への支援を図るものとする。
３　市は、市民等が協働に対する理解を深め、自主的に協働のまちづくりに参加できるよう、市政
に関する情報のわかりやすい発信に努めるものとする。
４　市は、市民等の協働のまちづくりに関する意識の啓発に努めるものとする。
５　市は、公共的な課題を解決するために、必要に応じて国、他の地方公共団体等との連携に努め
るものとする。
　　　第４章　協働のまちづくりの推進
　（青少年の参加に関する環境づくり）
第８条　市民等及び市は、青少年が協働のまちづくりに参加しやすい環境づくりに努めるものとする。
　（人づくり）
第９条　市民等及び市は、学習、研修等の機会を充実することにより、協働のまちづくりの担い手
となる人づくりに努めるものとする。
　（ゆかりがある人々とのつながり）
第10条　市民等及び市は、市出身者その他のゆかりがある人々とのつながりを確保し、その知恵、
行動力等を協働のまちづくりに生かすことのできる環境づくりに努めるものとする。
　（地域資源の活用）
第11条　市民等及び市は、地域の特性である地域資源を協働のまちづくりに活用するよう努めるも
のとする。
　（高等教育機関との連携）
第12条　市民等及び市は、高等教育機関（学校教育法（昭和 22年法律第 26号）に規定する大学（短
期大学及び大学院を含む。）及び専修学校をいう。）と、その教育又は研究の成果が協働のまちづ
くりに生かされるよう連携に努めるものとする。
　（市民参画）
第13条　市は、協働のまちづくりを推進するため、次に掲げる市民参画の機会の確保に努めるもの
とする。
（１）　意見の公募
（２）　審議会その他の附属機関に係る会議の公開及び委員の公募
（３）　懇談会、アンケート及びワークショップの実施
（４）　前３号に掲げるもののほか、協働のまちづくりに資すると認められるもの
２　市は、前項の市民参画における意見及び提案について、公益性、実効性等を考慮し、市政に反
映するよう努めるものとする。
　（提案制度）
第14条　市は、市民等が協働のまちづくりの推進に関する事業を提案することができる制度の充実
を図るものとする。
　（協働推進基本計画）
第15条　市長は、協働のまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、協働のまち
づくりの推進に関する基本計画（以下「協働推進基本計画」という。）を策定するものとする。
２　市長は、協働推進基本計画を定めるに当たっては、市民等の意見を反映することができるよう
必要な措置を講ずるとともに、次条第１項の郡山市市民協働のまちづくり推進協議会の意見を聴
くものとする。
３　市長は、協働推進基本計画を定めたときは、これを公表するものとする。
４　市長は、毎年度、協働推進基本計画に基づき講じる施策の実施状況を公表するものとする。
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５　第２項及び第３項の規定は、協働推進基本計画の変更について準用する。
　（市民協働のまちづくり推進協議会）
第16条　協働のまちづくりを推進するため、郡山市市民協働のまちづくり推進協議会（以下「協議
会」という。）を設置する。
２　協議会は、前条第２項の意見のほか、協働のまちづくりに関する事項について調査、審議及び
評価をし、市長に意見を述べることができる。
３　協議会は、委員 15人以内をもって組織する。
４　委員は、市民公益活動を実践し、又は協働のまちづくりに関して識見を有する市民及び学識経
験者並びに関係機関が推薦する者のうちから市長が委嘱する。
５　委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者
の残任期間とする。
６　委員は、再任されることができる。
７　前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。
　　　第５章　雑則
　（委任）
第17条　この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、平成22年７月１日から施行する。
　（郡山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）
２　郡山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和42年郡山市条例
第69号）の一部を次のように改正する。
　　　　〔次のよう〕略
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（２）郡山市市民協働のまちづくり推進協議会規則

　（趣旨）
第１条　この規則は、郡山市協働のまちづくり推進条例（平成22年郡山市条例第28号）第16条第
７項の規定に基づき、郡山市市民協働のまちづくり推進協議会（以下「協議会」という。）の組
織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（会長及び副会長）
第２条　協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によって定める。
２　会長は、協議会を代表し、会務を総理する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。
　（会議）
第３条　協議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。
２　協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。
３　協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
　（意見の聴取等）
第４条　会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見
又は説明を聴くことができる。
　（庶務）
第５条　協議会の庶務は、市民部市民・ＮＰＯ活動推進課において処理する。
　　　　（平25規則57・一部改正）
　（委任）
第６条　この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って
定める。
　　　附　則
　この規則は、平成22年７月１日から施行する。
　　　附　則（平成25年郡山市規則第57号）
　この規則は、公布の日から施行する。


